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はじめに 
 

 

国土交通省では、令和元年 7 月に「グリーンインフラ推進戦略」を公表し、社会資本整備や土地利用

等のハード・ソフト両面において、自然環境が有する多様な機能を活用し、持続可能で魅力ある国土・

都市・地域づくりを進める取組としてグリーンインフラを推進している。 

これを受け、「第 2 期 まち・ひと・しごと創生総合戦略」に「・緑の基本計画において、グリーンイ

ンフラを体系的に組み込めるよう市町村をサポートするとともに、官民連携・分野横断により緑地・緑

化等の創出を図るグリーンインフラの取組を支援し、持続可能で成長力の高い都市の形成を推進する。」

旨が記載される等、公園・緑地行政におけるグリーンインフラを推進するための効果的・効率的な施策

の取組が進められている。 

緑の基本計画については、これを多角的、戦略的な計画へとさらに充実させていくことにより、緑地

が有するグリーンインフラとしての機能を活用し、防災・減災による安全な市街地の形成、コンパクト

シティの形成、よりよい住環境の形成等を実現していく必要がある。このため、国内外の事例・研究の

収集等を踏まえ、今後、市町村が緑の基本計画の策定・改定を行う際に参考となる考え方や根拠等を整

理し、グリーンインフラ戦略としての緑の基本計画のあり方を示していく必要がある。 

特に防災・減災に関しては、近年流域治水の考え方が改めて注目されていることからも、緑地が有す

る雨水浸透や遊水地等の機能による水害リスクの低減、都市域や流域の安全性の向上が期待されている。

しかしながら、これまでの緑地保全制度の制度設計においては、緑地が有するこれらの機能やその活用

について一般に想定されてこなかった。このことから、水害の防災・減災の観点からの緑地保全の推進

に向けて、特別緑地保全地区や緑地保全地域をはじめとする緑地保全制度の改正や新たな活用のあり方

について検討していく必要がある。 

このような背景の下、令和 2 年度に国土交通省は「緑地政策におけるグリーンインフラの実装に向け

た検討会」を設置した。本検討会は、自然環境が有する多様な機能の活用、多様な主体の幅広い連携、

社会資本整備や土地利用を進める際のプロセスへのビルトインの視点から、グリーンインフラを地方公

共団体がより一層計画・活用できるよう、グリーンインフラ戦略としての緑の基本計画のあり方および

防災・減災の観点からの緑地保全制度の活用促進について、学識者とともに検討を行ったものである。

当検討会での議論を、行政、市民、民間、学術を問わず、あらゆる分野で公園・緑地に関わる方々に共

有すべきとの視点から、本資料集は、検討会にて示された資料や委員意見を整理し公表するものである。 

 

   緑地政策におけるグリーンインフラの実装に向けた検討会 

委員 

 委員長  村上 暁信    筑波大学システム情報系 教授 

 委 員  飯田 晶子   東京大学大学院工学系研究科 特任講師 

 委 員  加藤 孝明    東京大学生産技術研究所 教授 

 委 員  木下 剛    千葉大学大学院園芸学研究科 准教授 

 委 員  土屋 一彬   東京大学大学院農学生命科学研究科 助教 

 委 員  福岡 孝則   東京農業大学地球環境科学部 准教授 

 委 員  藤田 直子   筑波大学芸術系 教授 

 （敬称略・五十音順） 

 

事務局 

 国土交通省 都市局 公園緑地・景観課 

 株式会社プレック研究所 
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第 1 章 緑の基本計画におけるグリーンインフラの位置づけの考え方 

 

第 1 章では、グリーンインフラ推進戦略に基づくグリーンインフラの特徴を示した上で、行政計画に

おけるグリーンインフラの位置づけの現状把握、これまでの緑の基本計画のあり方についての経緯の整

理等を踏まえ、これからの緑の基本計画におけるグリーンインフラの位置づけの考え方に関する委員意

見を示している。さらに、これらの委員意見と合わせて、グリーンインフラの観点から先進的と考えら

れる国内外の事例を掲載している。なお、第 1 章は、より広く捉えたグリーンインフラを対象としてい

るが、特に雨水の貯留・浸透のための緑地に関する資料や委員意見は後述の第 2 章にまとめて掲載して

いる。 

 

1．グリーンインフラの特徴 

―検討会での議論の前提として、グリーンインフラ推進戦略に基づくグリーンインフラの特徴を

確認した。ー 

 令和元年に公表されたグリーンインフラ推進戦略では、互いに関連し複雑化する都市の社会

課題に対して、「多様な機能を有する」、「多様な主体が参画する」、「時間の経過とともに機能

を発揮する」という特徴を備えたグリーンインフラの取組を行っていくことが目指されてい

る。 

 

  

多様な機能を有する

• 施設や空間そのものが多様な機能を有する（生物の生息・生育
の場の提供、防災・減災、良好な景観形成、気温上昇の抑制、
一次生産、土壌の創出・保全 等）

• 様々な活動の場となり、多様な機能が発揮される（コミュニ
ティ形成、環境教育、健康増進、観光や農業など地域のブラン
ディングで稼ぐ力、価値の創造 等）

• 一つの社会資本にとどまらず、エリア全体の資源を活かすこと
で、より効果的に機能を発揮

多様な主体が参画する

• 地域住民との協働や民間企業との連携により、多様な主体が維

持管理等に関与
• グリーンインフラを基点とした新たなコミュニティやソーシャ

ルキャピタルの形成
• 多様な主体が参画するからこそ、適切なマネジメントが必要

時間の経過とともに機能を発揮する

• 年月を重ね、自然環境の変化にあわせて機能を発揮する、又は
新たな機能が発現

• 時間の経過とともに、地域の歴史、生活、文化等を形成
• 自然環境が有する不確実性を踏まえた順応的管理が必要

＜グリーンインフラの特徴＞

資料：グリーンインフラ推進戦略概要版（Ｒ元年度、国土交通省）
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2．現時点での緑の基本計画におけるグリーンインフラの位置づけについて 

―緑の基本計画でグリーンインフラがどのように位置づけられているのかについて、地方公共団

体へのアンケート調査から整理した。ー 

 

（1）緑の基本計画本文へのグリーンインフラの位置づけの有無 

 平成 30 年度に策定された緑の基本計画のうちグリーンインフラを位置づけた緑の基本計画

は 15 計画と、全体の約 4 割を占めている。 

 グリーンインフラの位置づけがある計画のうち、本文に“グリーンインフラ”の用語の記載が

ある計画は 24 計画（約 7 割）であった。 

 グリーンインフラの用語を用いていないものであっても、緑の持つ機能に着目し、それを活

用する方針や施策を示している地方公共団体については、グリーンインフラと同様な考え方

であるとして、位置づけありとしている。 

 

 

調査票質問事項

Q１：本文への“グリーンインフラ”の用語の記載の有無

Q２：本文への“グリーンインフラ”の概念の記載の有無

Q３：グリーンインフラを取り入れた経緯

Q４：グリーンインフラの捉え方について

Q５：役所内の取組体制について

Q６：役所外との連携について

等

緑の基本計画におけるグリーンインフラの位置づけ等を伺うアンケートを実施
実施期間：令和2年1月15日(水)～2月7日(金)
過年度調査からグリーンインフラの記載ありと回答いただいた市区町村等37都市
32都市から有効な回答

出典：令和元年度 都市緑化の推進・緑地保全施策の実績に関する分析・検討調査報告書（Ｒ１年度、国交省）

年度
H24
以前

策定計画数 22 16 33 29 34 37

グリーンインフ
ラを位置づけた

計画数
６ 1 1 2 3 5 15

本文への“グリーンインフラ”の
用語の記載の有無

（N＝33）

記載あり
24計画

（73%）

記載なし
９計画

（27%）
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（2）緑の基本計画本文への“グリーンインフラ”の概念の記載 

 回答の 7 割が「②方針等に記載」と回答しており、また半数以上の都市が施策についても記

載をしている。 

  

（3）グリーンインフラの記載を導入した経緯 

 グリーンインフラの記載を導入した経緯について、自由記述回答より、「社会動向を踏まえて」

といえるものが 40.6%、次いで「都市の課題対策として」といえるものが 21.9%であった。 

 

出典：令和元年度 都市緑化の推進・緑地保全施策の実績に関する分析・検討調査報告書（Ｒ１年度、国交省）

43.8%

71.9%

53.1%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

① ② ③

①社会的背景等として記載
閣議決定された第４次社会資本整備重点計画におけるグリーンインフラ推進など、緑の基本計画の取

組で、踏まえるべき社会動向等について、冒頭等で示しているもの。
②方針等に記載（“課題”含む）

緑の基本計画の取組の柱の一つとして、グリーンインフラや緑の持つ機能の発揮等について基本方針
等に示しているもの。（方針に反映される“課題”として緑の持つ機能発揮を示すものを含む。）

③機能発揮に係る施策を記載
グリーンインフラとしての緑の機能発揮について、機能別等で今後の取組について示しているもの。

本文への“グリーンインフラ”の概念の記載の有無（複数回答有り）

グリーンインフラの位置づけがある
緑の基本計画（３２都市）を対象とした詳細調査

出典：令和元年度 都市緑化の推進・緑地保全施策の実績に関する分析・検討調査報告書（Ｒ１年度、国交省）

40.6%

21.9%

18.8%

15.6%

9.4%

3.1%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

45.0%

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

①社会動向を踏まえて
②都市の課題対策として
③緑の機能に着目した計画を策定
④審議会や有識者からの提案
⑤環境保全により積極的に取組むために必要な考え方
⑥上位計画にグリーンインフラ的取組みが位置づけられているため

• グリーンインフラを記載導入した経緯について、自由記述回答より、「①社会動向を踏まえて」といえるものが
40.6%、次いで「②都市の課題対策として」といえるものが21.9%であった。

経緯について（複数回答有り）グリーンインフラの位置づけがある
緑の基本計画（３２都市）を対象とした詳細調査
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（4）グリーンインフラの捉え方 

 約 6 割の都市が、「②緑の有する多様な機能とする」と捉え、自然環境の有する多様な機能＝

グリーンインフラとし、それらを活用することで持続可能で魅力ある地域づくりを推進して

いくとしている。 

 

（5）担当部署と役割分担 

 グリーンインフラに関する役所内の取組体制は「①緑の基本計画担当部署のみ」とするもの

が半数。 

 部署内・部署間の連携については「③連携状況にはない」と回答した都市が約 8 割を占めた。

「②情報共有程度」を含めると、約 9 割の都市で、まだ部署間等の連携には至っていない状

態。 

 

出典：令和元年度 都市緑化の推進・緑地保全施策の実績に関する分析・検討調査報告書（Ｒ１年度、国交省）

グリーンインフラの捉え方について

①特定機能

15%

②多機能

58%

③その他

12%

④未回答

15%

回答5件のうち4件が
防災機能が重要としている。

6割の都市が
自然環境の有する多様な機能
＝グリーンインフラとし、そ
れらを活用することで持続可
能で魅力ある地域づくりを推
進していくとしている。

水と緑のネットワークをグ
リーンインフラとしている。

グリーンインフラの位置づけがある
緑の基本計画（３２都市）を対象とした詳細調査

出典：令和元年度 都市緑化の推進・緑地保全施策の実績に関する分析・検討調査報告書（Ｒ１年度、国交省）

①緑の基本計画

担当部署のみ

53%

②複数部署

22%

③取組体制未

構築

25%

担当部署と役割分担

①連携、協力し

ている, 12%

②情報共有程度, 

13%

③連携状況には

ない, 75%

部署内・部署間の連携状況

担当部署のみが
5割を占める。

複数部署は2割
（7都市）に留まる。

約8割が「連携状況
にはない」と回答。

◆連携、協力している・3都市

世田谷区 ：水環境に対して公園緑地部署、雨
水対策、道路整備担当部署が連携

北名古屋市 ：計画策定、整備を行う部署と維持
管理を行う部署が連携

寝屋川市 ：緑の基本計画を推進していくため
の庁内検討委員会と連携

グリーンインフラの位置づけがある
緑の基本計画（３２都市）を対象とした詳細調査

A 都市 

B 都市 

C都市 



  

7 

（6）役所外との連携及び民間独自のアクション等の把握 

 グリーンインフラに関し、NPO、企業、教育機関等と連携した取組の有無について調査した

ところ、2 割が連携有りと回答があった。それらの大半は市民団体等による緑地管理活動や、

緑のイベント実施であった。 

 民間（市民団体や事業者等）独自のアクション（事業実施、勉強会やシンポジウムの開催等）

を把握しているか確認したところ、4 都市で把握していると回答があった。うち 3 件はシン

ポジウムやセミナーの開催であり、1 件は市民団体による緑地保全活動である。 

 

（7）【参考】グリーンインフラを含む計画等の策定状況（別調査） 

  

出典：令和元年度 都市緑化の推進・緑地保全施策の実績に関する分析・検討調査報告書（Ｒ１年度、国交省）

①連携有り

19%

②該当なし

81%

①把握有り

12%

②特に無し

88%

役所外との連携

8割が「該当なし」
と回答。

8割が「特になし」
と回答。

◆連携有り ：2割が連携有りと回答があった。
具体的には市民団体等による緑地管
理活動や、緑のイベント実施であっ
た。

◆把握有り ：
４都市のうち３都市はシンポジ
ウムやセミナーの開催、１都市
は市民団体による緑地保全活動
である。

グリーンインフラの位置づけがある
緑の基本計画（３２都市）を対象とした詳細調査 民間独自のアクション等の把握
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3．これまでの緑の基本計画のあり方についての検討経緯 

―これまでの緑の基本計画のあり方についての検討経緯を整理した。ー 

（1）経緯と検討のポイント 

 近年の人口減少・少子高齢化の進行、自然災害リスクの高まり、地球環境問題の深刻化、都

市間競争等グローバル化の進展等の下、都市緑地法改正によって緑の基本計画の記載事項は

拡充され、都市緑地法運用指針によって緑の基本計画の具体的な策定方法が示されてきた。 

 また、各種の技術資料や手引きによって、緑の基本計画の計画技術の指針が拡充されてきた。 

 

（2）平成 25 年度-平成 27 年度 これからの緑の基本計画のあり方研究会 

 平成 25 年度から平成 27 年度にかけて、今後の緑の基本計画のあり方について検討を行っ

たもの（国総研）。 

 今後の都市緑地計画の位置づけとして、横断的役割と部門別役割を提示。 

 横断的役割として、立地環境の潜在的可能性（ポテンシャル）の評価を行い、それに基づき

計画の目標方針や戦略を示す「環境ポテンシャル評価」を提言。 

 部門別役割として、利活用重視の発想により緑地の管理運営（マネジメント）を行う「地域

資源マネジメント」を提言。 

 

Ｈ３０年度 生物多様性に配慮した緑の基本計画策定の手引き（国交省）

Ｈ３０年度 防災系統緑地の計画手法に関する技術資料（国総研）

Ｈ１９年度 新編・緑の基本計画ハンドブック（国交省監修・公園緑地協会発行）
Ｈ１６年度 改正
• 都市緑地保全法より名称変更
• 緑の基本計画記載事項拡充

【都市公園の整備の方針】

Ｈ２９年度 改正
• 緑の基本計画記載事項拡充

【都市公園の管理の方針、農地

を緑地として政策に組み込み】

Ｈ２３年度 改正

• 緑の基本計画記載事項の例示

化・住民意見の反映・公表の努
力義務化

<都市緑地法>
（緑の基本計画に関する主な改正）

<都市緑地法運用指針>
（緑の基本計画に関する主な改正）

一 緑地の保全及び緑化の目標
二 緑地の保全及び緑化の推進のための施策に関する事項
三 地方公共団体の設置に係る都市公園の整備及び管理の方針その他緑地の保全及び緑化の推進の方針に関する事項
四 特別緑地保全地区内の緑地の保全に関する事項で次に掲げるもの

イ 緑地の保全に関連して必要とされる施設の整備に関する事項
ロ 第十七条の規定による土地の買入れ及び買い入れた土地の管理に関する事項
ハ 第二十四条第一項の規定による管理協定に基づく緑地の管理に関する事項
ニ 第五十五条第一項又は第二項の規定による市民緑地契約に基づく緑地の管理に関する事項その他特別緑地保全地区内の緑地の保全に関し必要な事項

五 生産緑地法第三条第一項の規定による生産緑地地区内の緑地の保全に関する事項
六 緑地保全地域、特別緑地保全地区及び生産緑地地区以外の区域であつて重点的に緑地の保全に配慮を加えるべき地区並びに当該地区における緑地の保全に関する事項
七 緑化地域における緑化の推進に関する事項
八 緑化地域以外の区域であつて重点的に緑化の推進に配慮を加えるべき地区及び当該地区における緑化の推進に関する事項

●既往の防災関連計画との整合
●災害特性の把握、緑地で対応可能な災害の抽出、必要とされる緑の位置・機能・種類・規模等の検討
●施策の目標や機能等に応じた多様な指標設定

●緑地の有する機能の評価を踏まえた配置方針
●多様な主体との連携・協働による施策推進
●モニタリングおよびPDCAサイクルによる継続的な改善

●計画策定方針の決定
・関連部局の確認
・計画を検討する場の設定（審議会等）

・緑の基本計画の位置づけ
●中核地区、拠点 地区、回廊地区及び緩衝地区の配置の検討
●生物種の生息域面積や生息箇所生態系や生物種の存在や、生物多様性と地域文化との関わりを確認し
数値目標の設定を検討

H２３年度 改正

• 「緑地の保全及び緑化の目

標」、「施策に関する事項」
について定めることが望まし
い

• 留意事項に生物多様性の確保
に関する視点を追加

（緑の基本計画における生物
多様性の確保に関する技術的
配慮事項）

緑
の
基
本
計
画

記
載
事
項

<技術資料・手引き>

出典：これからの社会を支える都市緑地計画の展望 人口減少や都市の縮退等に対応した緑の基本計画の方法論に関する研究報告書 （H２８年度、国土交通省 国土技術政策総合研究所）

＜これからの都市緑地計画の位置づけ＞

都市政策における都市緑地計画の位置づけは大きく分けて２通りある。一つには、全体計画や他の部門別計画
に対して、都市の自然環境の観点から提言する役割（横断的役割）である。もう一つは、都市緑地計画自身が一
つの部門計画として、緑地保全や緑化、都市公園の整備の方針を示す役割（部門別役割）である。

地域資産マネジメント（部門別役割）

緑地を「地域の資産」として捉え、緑地が有する多様な機能
（主に利用機能）を最大限に発揮させるために、利活用重視の発
想により、緑地の管理運営（マネジメント）を行う取組を「地域
資源マネジメント」と定義する。

環境ポテンシャル評価（横断的役割）

緑地及び緑地になる予定の土地が有する多様な機能（主に存在
機能）を最大限に発揮させるために、その立地環境の潜在的可能
性（ポテンシャル）の評価を行い、それに基づき計画の目標方針
や戦略を示す取組を「環境ポテンシャル評価」と定義する。

●計画の時間軸
・長期的な視点

●実現の体制づくり
・自治体間の広域的な連携
・行政部局間の連携

●計画の時間軸
・3～5年といった短期的な成果を積み上げ

●実現の体制づくり
・市民・事業者等多様な主体との連携
・行政部局間の連携

＜都市緑地計画の新たな視点＞

（２）環境負荷の低減とQOL（生活の質）の向上
緑の量的確保だけではく、質的向上が求められる。質的向
上の目指す方向性として、環境負荷の低減とQOL の向上を
同時に目指すことが考えられる。そのためには、従前の量
的な評価だけでなく、緑の質や機能を評価する手法や指標
を設定していく必要がある。

（３）地域が抱える社会問題の解決
地域における緑の功罪は、人の活動の有無によって分かれ
る。緑の量ではなく、そこで行われる人の活動に着目し，
その活動が行われることによって、社会問題がどの程度解
決されたかという視点で緑地計画の成果を判断すべきであ
る。また，計画の前提として、社会調査の専門家とも協力
し、地域の社会問題やニーズを調査することが望まれる。

（４）自然環境構造に基づく都市の再生
団地の建替や土地の再自然化といった都市の再編に際して、
緑の基本計画には、地域全体の観点から、場所ごとの自然
環境特性や潜在的な価値を見据えて、多様な主体に方針を
示すという役割が期待される。

（５）緑地由来生物資源の地域内循環
里山からの木質バイオマスの供給に加え、市街地から里山
への関与や，農地を通した循環も考えて、トータルに地域
内資源循環を実現するための土地利用を示すことが、新た
な緑の基本計画の方向性の一つと考えられる。緑地におけ
る資源利用は、リサイクルとしての価値だけでなく、緑地
管理の手段や、地域住民の参加の手段としても期待できる。

（６）他分野の専門家との協働
緑地計画が、今後、都市経営を担う一員として、時代や社
会のニーズ・要請に応えるためには、土木、建築、都市計
画、社会学などの他分野の専門家と協働して、総合的なま
ちづくりに取り組んでいくことが重要である。

（１）グリーンインフラストラクチャーの形成
これまでの緑の基本計画は、限定的に緑地のあり方を対象
としてきたが、成熟社会の持続可能性が高い都市形成には、
災害に対する安全性や生物多様性、都市住民のQOL の向上
といった分野がより重要になるため、GI による緑地計画に
よって、自然環境の持つ多機能性を活かした都市空間を実
現していく手段へと役割を拡大することが期待される。
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（3）海外のグリーンインフラ計画と日本の緑の基本計画 

 緑のマスタープランと都市緑化推進計画を前身とする緑の基本計画は、都市における緑地の

保全及び緑化の推進に関する措置を、総合的かつ計画的に実施するために定めるものとして

スタートしている。 

 我が国の計画体系に位置づいている緑の基本計画の対応範囲と、海外の GI 計画の対応範囲

は異なっている場合も多い。 

 

 

  

ｚ

ｚ

＜海外におけるGIの活用とGI計画＞

• 地域の課題に着目した上で、地物としての自然環境（植栽、樹木、土壌、公園、緑地、河川、
水辺等）を、これらが有する機能をより効果的に発揮させるためにどのように組み合わせシ
ステム化していくのかを検討し、その実装を推進。

• 特に水循環に貢献する機能がより着目

• 「自然資本そのもの」のみならず、「自然資本がその機能を発揮するために、自然資本に近
接して設置されている人工物」も対象。また、必ずしも良好な自然的環境を形成していなく
とも、地物の有する機能を発揮させるような地物も対象としており、特に、土壌が扱われて
いる事例が多く見られる。

地物※

植栽
樹木
土壌

公園
緑地
河川
水辺
等

地物※

植栽

樹木
土壌
公園
緑地
河川
水辺
等

地物が有する機能
・生物の生息・生育の場の提供

・雨水の貯留・浸透による防災・

減災

・水質浄化

・水源涵養

・植物の蒸発散機能を通じた気

温上昇の抑制

・良好な景観形成

・農作物の生産

・土壌の創出・保全

地物※

植栽

樹木
土壌
公園
緑地
河川
水辺
等

「地物」が「地物が有する機能」をより効果的に発揮するように

組み合わされている状態。ここではシステムとする。

※地物としての自然環境が機能を効果的に発揮するために近接し
て設置された人工物を含む；透水性舗装や雨水浸透ますなど

地
域
の
課
題

矢印は都市緑地法に
規定のあるもの

海外におけるGI計画
GIの活用をいかに戦略的に行っ
ていくのかを検討した上で示す
ものといえる。

＜緑の基本計画＞

市町村が策定する、緑地の保全や緑
化の推進に関して、その将来像、目
標、施策などを定める基本計画。

＜地域の課題、地物、機能、システム＞

都市計画マスタープラン

総合計画
立地適正化計画

緑の基本計画

河川整備計画

生物多様性地域戦略

環境基本計画

適合即す

景観計画

調和 調和

地球温暖化対策推進計画

地域防災計画

上下水道整備計画

●アメリカ型
地域課題：主に気候変動による豪雨の
下での洪水対策あるいは合流式下水道
越流水（CSO）対策
機能：雨水の貯留・
浸透という機能に着目

●ヨーロッパ型
地域課題：主にEU全土でのエコロジカル
ネットワーク推進や、都市の再活性化
機能：生物の生息・生育
環境の提供機能や市民へ
のレクリエーションの場
の提供機能をはじめ、よ
り広範な機能に着目

例）良質な生態系保全のための空き地の活用

例）透水性舗装
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4．これからの緑の基本計画におけるグリーンインフラの位置づけの考え方 

―これからの緑の基本計画におけるグリーンインフラの位置づけの考え方に関して、計画策定や

実効性の確保に係る（1）～（3）の視点について考慮すべき事項として、委員より示された意

見の要点を示した。ー 

（1）緑の基本計画に示される目標やそれを評価する手法について、単なる公園や緑の

量だけではなく、グリーンインフラの考え方を踏まえ緑が果たすべき機能に着目し

た多様なものとするためには、何が必要か 

 緑の基本計画で扱う機能の拡充の可能性を視野に入れる一方で、自治体が機能についての検

討を簡便に行えることも重要。 

 緑の機能に対する地域のニーズを評価することも重要。 

 都市全体を捉える広域的な観点から、インフラとして求められる機能についての議論が必要。

インフラとしての許容値の設定のためには、市民を巻き込んだ上での判断が求められる。 

（2）緑の配置計画について、（公共主体の予定調和的なものではなく）地歴等地域の環

境特性に応じた土地利用のポテンシャルを踏まえ、防災、ヒートアイランド対策、

コンパクトシティ化等の地域の課題解決に即したものにするためには、何が必要か 

 緑の基本計画は、人々の暮らす場所の緑の配置計画を検討するものであることから、人の居

住や都市の将来像に基づく都市計画の議論を踏まえることが重要。 

 特に水害対策については流域治水が注目されており、広域的な観点から水害リスクを軽減す

るため、都道府県と市町村や、それぞれの連携の在り方を検討することが重要。 

 都市化に伴う緑地の減少に対する防衛策としての側面から、必要な場所に積極的にインフラ

としての緑を創り出すという発想が重要。 

（3）緑の基本計画に位置づけるべき事業、取組について、グリーンインフラの実現主

体（公共、民間企業、住民等）や手法（事業、投資、税、計画提案等）の多様性を

踏まえ、実効性を持たせるためには、何が必要か 

 緑の多機能性の発揮のためには他分野との連携が重要であり、様々な分野から資金が集まる

という仕組みの構築が重要。 

 緑の概念が拡大している中では、従来のように緑の基本計画単体で解決しようとする考え方

からの脱却が必要。行政の管轄にとらわれず、庁内の他部局とどのように連携していくかに

ついての視点が重要。都市緑地法に基づく施策だけでグリーンインフラとしての緑地に全て

対応するものではないことを運用指針やマニュアルに書き、他の関連する制度等に連携させ

る必要性を示せるとよい。部局間の得意分野が違うので、全体に補い合うところを緑地の観

点については緑の基本計画で打ち出せるということが伝わるとよい。 

 グリーンインフラが緑の基本計画の担当課だけで担当されている場合であっても、実際グリ

ーンインフラがどこに実装されるかは土木系・環境系等、担当部署によって様々である。そ

のような視点の分析もあり得るのではないか。 

 都市緑地法上農地は緑地として位置づけられているものの、政策論としては他制度によって

扱われているという現状について、今後の課題や運用指針で整理できるとよい。農地の多面

的評価では、制度上周辺住民を巻き込んだり連携したりする場合にお金が出る部分がある。

例えば農水省による多面的機能支払交付金は、まさにグリーンインフラの支援制度だと思っ

ている。新たに運用指針に記載するソーシャルキャピタルの形成にも関連してくる制度なの

で、言及を検討いただければと思う。 

 民間によるグリーンインフラの推進は、受益者負担の枠組を基本としながら、地域のエリア
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マネジメントの中でグリーンインフラを位置づけ、進めていくことが理想的。 

 市民を巻き込みながら実行力のある戦略的な計画とすることが重要。緑の概念が拡大してい

る中で、自治体それぞれが緑の基本計画を作成するにあたって、地域特性に応じてグリーン

インフラの要素を取り入れた事例を示すことが有効。 
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5．グリーンインフラの観点からの緑の基本計画の先進事例 

―グリーンインフラの観点から先進的と考えられる緑の基本計画の事例を収集した。このうち、

特に緑地の有する雨水の貯留・浸透機能に着目した緑の基本計画の事例については、第 2 章第

6 節に掲載しているので参照されたい。これら以外の事例を本節では掲載している。ー 

（1）多様な機能に対応する指標(名古屋市) 

 ｢都市力を高める｣ ｢地域力を高める｣ ｢持続力を高める｣という基本方針それぞれについて、

次の 3 つの指標を設定。 

 アウトカム指標：身近な緑に関する市民の満足度や利用頻度といった質的目標となる指標。 

 アウトプット指標：緑の確保量や公園整備数といった量的目標となる指標。 

 共有指標：企業誘致件数、健康寿命、レッドリスト掲載種数等、緑の基本計画の施策展開に

よって期待されるまちづくりへの波及効果を測る上で参考とする多様な指標。 

 

 

  

名古屋市みどりの基本計画2030(2021)

出典：2021年3月 名古屋市みどりの基本計画2030

施策展開のゴールが緑に関する目標達成に留まらず、
緑の多様な機能発揮がもたらすまちづくりへの波及を見据えている。
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（2）緑の多機能性評価に基づくみどりの将来像の検討(流山市) 

 ｢環境保全機能｣ ｢レクリエーション機能｣ ｢防災機能｣ ｢景観形成機能｣ ｢生物多様性の確保

機能｣の 5 つの機能ごとに、市内の各公園・緑地等がその機能を発揮し得るか否かによって

点数を付け、点数の合計値が高い公園・緑地等を多機能なみどりとして評価。その結果に基

づき、みどりの将来像を検討。 

 

（3）行政区域内に全面的に示される空間計画図(目黒区、文京区) 

 

出典：流山市みどりの基本計画（R元年度、流山市）

みどりの将来像図

関連計画での公園・緑地等の
位置づけや、公園種別・規模
から、機能発揮の有無を判断。

点数の高い緑を
拠点や軸等に設定。

流山市みどりの基本計画(2020)

出典：目黒区みどりの基本計画 （H２7年度、目黒区）

目黒区みどりの
基本計画(2015)

• 用途地域と地域特性に基づき設定した４種のゾーンごと
に、緑の保全及び緑化のあるべき姿として、建替時の既
存樹木の保存割合や緑化率のガイドラインを設定。

文京区
緑化ガイドライン(2014)

出典：文京区緑化ガイドライン（H２５年度、文京区）

• 配置方針の構成要素として、用途地域に対応したエ
リアを設定し、エリア別の緑の形成方針を示してい
る。

住居系
の
用途地域

商業系
の
用途地域

工業系
の
用途地域

みどりの保全を重視するエリア
・第一種低層住居専用地域

みどりの創出を重視するエリア
・第一種、二種中高層住居専用
地域

・第一種、二種住居地域
・準工業地域

にぎわいをつくるみどりエリア
・近隣商業地域
・商業地域

用途地域の他、
神社・仏閣、住宅など
の集積する場所を踏ま
え、4種のゾーンを設
定している

みどりの
保全・創出の
エリア別
形成方針

従来の拠点と軸の配置方針を示す

のみに留まらず、面としてのみど

りの形成方針を設定している
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（4）複数の民間事業者主導の官民連携による緑道整備(港区)  

 区道沿道の複数の民間事業者によって、敷地の緑化等によって区道および街路樹と一体とな

った緑道空間を整備する「赤坂・虎ノ門緑道構想」が作られ、協議会が発足(平成 21 年)。 

 港区緑と水の総合計画（令和 3 年）に赤坂・虎ノ門緑道沿線を「緑の拠点」として位置づけ

るとともに、区も協議会に定期的に参加し意見交換を実施。区が策定する六本木・虎ノ門地

区まちづくりガイドライン(平成 24 年)に緑の軸として緑道の整備を位置づけ。 

 グリーンインフラ活用型都市構築支援事業(令和 2 年-)が開始。令和 3 年改定の港区緑と水

の総合計画にも位置づけ。  

 

（5）市民がみどり生活を愉しむことを重視し多様なアイディアを提示(浜松市) 

 市民が「みどりの生活を愉しむこと」を重要視。計画策定の際には、みどり生活（みどりを

介した様々な市民活動やみどりとともにある暮らし方）の実践者である市民が参加。 

 グリーンインフラを、整備から維持管理、活用まで市民や事業者も参画できる「みんなで育

てるインフラ」としている。 

 市民から出された市民参加についてのアイディアを計画に示し、これを実現するステップを

設定している。 

   

港区緑と水の総合計画 (2011)

六本木・虎ノ門
地区まちづくり
ガイドライン
(2012)

赤坂・虎ノ門
緑道協議会
2009

• 赤坂インター
シティ・ホー
マットバイカ
ウント管理組
合

• 米国大使館
• 株式会社ホテ

ルオークラ
• 三井不動産株

式会社
• 日鉄興和不動

産株式会社
• 森ビル株式会

社
• （検討スタッ

フ）
• 株式会社日本

設計
• （オブザー

バー）
• 港区
• 独立行政法人

都市再生機構

グリーンインフラ活用型
都市構築支援事業(2020-)

複数の民間事業者主導の緑道整備を、行政計画に位置
づけ、支援事業の対象とする等、官民連携による良好
な都市空間の形成を行っている。

港区緑と水の総合計画
(2021)

連続した開発事業が計画されている
場合は、あらかじめ関係者で協議し、
緑が連続的につながるよう検討を促
す

浜松市緑の基本計画2021-2030概要版 (2021)

出典：浜松市緑の基本計画2021-2030概要版より抜粋

市民委員から出された、市民が参加することのできるプ
ロジェクトのアイディアを掲載。

アイディアを実現するための仕組み
を構築していくステップを設定。
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6．グリーンインフラの観点からの海外の緑地計画の事例 

―グリーンインフラの観点から先進的と考えられる海外の緑地計画の事例を収集した。このうち、

特に緑地の有する雨水の貯留・浸透機能に着目した緑地計画については、第 2 章第 9 節に掲載

しているので参照されたい。これら以外の事例を本節では掲載している。ー 

（1）グリーンインフラの取組のタイプと多様な指標をクロス(ポートランド(米)) 

 グリーンインフラの機能を健康、エネルギー、コミュニティの観点で評価している報告書。 

 観点ごとに複数の指標を設定し、グリーンインフラの取組のタイプごとに指標に対する期待

値を整理。 

 

（2）土地利用計画に相対して自然のあるべき状態を提示する計画図(シュヴェリーン

(独)) 

 景域計画として、土地利用計画に対して、自然環境の視点に立脚して自然と景域のあるべき

状態を示す。 

 景域計画の内容と土地利用計画の内容は対立することもあるが、この 2 つの計画から示され

た方針を基に、自然環境に関する利害調整を行うことで、土地利用のあり方を多面的に検討

することとなる。 

  

グ
リ
ー
ン
イ
ン
フ
ラ
の
取
組
の
タ
イ
プ

指標

健康 エネルギー コミュニティ

Portland's Green Infrastructure: Quantifying the Health, Energy, and Community Livability Benefits (2010)

出典：Portland‘s Green Infrastructure: Quantifying the Health, Energy, and Community Livability Benefits, p.2-2、p.A-4

グリーンインフラの取組のタイプと指標のクロスによるインパクト
濃い緑：効果あり

薄い緑：効果があることが期待される
白：効果なしであることを示す。

Grey to Greenプロジェクト (2008-2013)の
取組のタイプ及び目標量

エコルーフ

グリーンストリートの建設

植樹（都市部）

外来種の除去と植生回復

暗渠の除去

土地の購入

自然地での植樹

グリーンインフラの取組のタイプ
ごとに、期待される効果を
具体的な指標として整理している。

景域計画の内容を考慮しない場合には，その理
由を説明しなければならないことが連邦自然保
護に規定され，景域計画の内容を踏まえてF プ
ランを開発系用途から自然系用途に変えた事例
も存在するが，実態としてどちらの計画の内容
がどのように優先するかはケースバイケースで
異なる。

出典：これからの社会を支える都市緑地計画の展望 人口減少や都市の縮退等に対応した緑の基本計画の方法論に関する研究報告書（H２８年度、国土交通省 国土技術政策総合研究所）, p.46

Fプラン
＝土地利用計画

景域計画
＝自然と景観のあるべき姿を示す計画

２つの計画の利害調整にあたっては、
代替案や空間コンフリクト図（対立
図）の提示が行われる。
この図を基に２つの計画の間で、開発
等の進め方について調整を行う
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第 2 章 雨水の貯留・浸透のための緑地の考え方 
 

第 2 章は、グリーンインフラの議論の中でも、防災・減災、特に緑地の有する雨水の貯留・浸透機能

にテーマを絞っている。 

まず、防災・減災の観点から緑地保全関連制度の発展の系譜を整理した上で、防災・減災の観点から

の重層的な緑地保全施策の展開事例や、流域治水における取組事例を掲載した。 

次に、特に雨水の貯留・浸透のための緑地に着目し、雨水の貯留・浸透能力に関する評価手法の開発

に向け、関連する学術研究の紹介および緑地の有する雨水の流出抑制機能に関する評価の現状について

の整理を行った。一方で、公園・緑地行政の状況を把握するため、地方公共団体における雨水貯留・浸

透のための緑地保全の現状を調査した。さらに、これらを踏まえた雨水の貯留・浸透のための緑地活用

の考え方についての委員意見の要点を整理した。 

その上で、雨水の貯留・浸透のための緑地の具体的な活用イメージを検討するため、緑地保全地域制

度の活用についてのケーススタディを行った。 

最後に、我が国における今後の検討の参考とするため、緑地の有する雨水の貯留・浸透機能に着目し

た海外の計画・プロジェクトの事例を収集した。 

 

1．防災・減災の観点からの緑地保全関連制度の発展の系譜 

―以下に示す緑地保全関連制度について、創設時から今日に至るまで、法文や各種指針等におい

て防災・減災に関してどのような視点が言及されてきたのかを整理した。ー 

 

 

  

1973

2004

緑地保全地区

特別緑地保全地区 緑地保全地域

1966 近郊緑地保全区域

1968

1977

1994

風致地区1919

83都市
588地区
2,719.2ha※１

実績
なし

近郊緑地特別保全地区

（大都市圏のみ）

緑地保全計画

93都市
25区域
97,329.3ha ※１

14都市
30地区
3,746.4ha※１

225都市
765地区
170,105.7ha※１※１ H28年度末

※２ H29年度末

緑の基本計画

緑のマスタープラン

市街化区域・市街化調整区域

近郊緑地保全計画（首都圏）
保全区域整備計画（近畿圏）

地区計画等
緑地保全条例

1都市
4地区
52.7ha※２
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（1）風致地区（1919 年） 

 史跡、名勝、天然記念物等について、土木工事や相応しくない建築物の建築により風致が損

なわれ歴史的価値が減じるというおそれに対処するという背景から制度が創設された。 

 制度創設期において、防災についての言及は見当たらない。 

 今日においても、都市の風致を維持する地区とされている。 

 

（2）近郊緑地保全区域（1966 年） 

 無秩序な市街化の防止を主な背景として制度が創設された。 

 制度創設期において、防災面については、土砂災害等の防止の効果のある緑地の保全が想定

されていた。 

 今日でも、災害の防止の効果が著しい近郊緑地の土地の区域が指定要件の一つとされている。 

  

風致地区ハ史跡、名勝、天然記念物等ヲ保存スル目的ヲ以テ指定セラルルモノデアッテ之ヲ自然ノ儘ニ放任スルトキハ土工ヲ加ヘ又ハ其土地二相応
セザル建築物ヲ建築シテ為ニ風致ヲ損シ歴史的価値ヲ減殺スルニ至ルコトヲ虞レタル結果此ノ制度が生レタノデアル、此ノコトハ必スシモ都市計画
法ニ依ラズ史跡名勝天然記念物保存法（大正八年法律第四十四号）ニ寄ッテ其ノ目的ヲ達スルコトカ出来ル

■制度創設の背景

内務省都市計画局：都市計画法釈義,（内務省嘱託、都市計画中央委員会幹事、木村 惇、述）1922年, 82
佐藤昌(1977)日本公園緑地発達史（上）, 474 より引用

当初の風致地区指定標準として次の４項目を内務省は地方当局に指示した。
１．強度の建築利用化を期待せざる土地
２．地方古来よりの遊観勝区
３．土地の利用化が風致より招来さるる場所
（１）別荘地、高級住宅地
（２）沿岸、風致道路、公園広場及其附近又高貴御用の土地附近
４．歴史的意義ある土地

昭和８年、都市計画の調査資料及び計画標準が内務省時間通牒として公表されたが、その中で「風致地区決定標準」が正式かつ新たに定められ、わ
が国の風致地区行政上重要なる指針となった。その標準は次の通りであった。
「第一 指定
１．左記ニ該当スル土地（水面ヲ含ム）ヲ選ビ風致地区予定図ヲ作成スルコト
イ 季節ニ応ズル各種ノ風景地
ロ 公園、社寺苑、水辺、林間、其ノ他公開慰楽地
ハ 史的又ハ郷土的意義アル土地
ニ 樹木ニ富メル土地
ホ 眺望地
ヘ 前各号ノ附近地ニシテ風致維持上必要アル地帯
（略）

■風致地区決定標準（当初、1933年）

佐藤昌(1977)日本公園緑地発達史（上）, 477 より引用

風致地区は、都市の風致を維持するため定める地区とする。

■現在の関連法文等における風致地区の考え方

（都市計画法 最終更新： 令和2年6月10日公布）

Ⅱ 本法の内容
１．目的
３．近郊緑地保全区域
近郊緑地を保全するため、法は、まず近郊緑地保全区域を指定し、さらにその枢要部分について近郊緑地特別保全地区を指定するものとしている。
（１）指定の要件
近郊緑地保全区域（以下「保全区域」という）は、近郊緑地のうち次の２つの要件に該当する区域について、広域的かつ長期的視点から指定される。
第１に、無秩序な市街地化のおそれが大であること。
第２には、これを保全することによって得られる、
（イ）首都およびその周辺の地域の住民の健全な心身の保持および増進の効果、または、
（ロ）これらの地域における公害（大気汚染等）若しくは災害（土砂災害等）の防止の効果
が著しいこと。

蓮見澄男（首都圏整備委員会事務局企画室）(1966)首都圏の近郊緑地保全制度について, 公園緑地27(3.4), 20-26 より引用

昭和40年6月、法律の改正によって「近郊地帯」は廃止させられ、凡そその区域を「近郊整備地帯」にするという制度が発足した。そして法改正の中
には緑地に関する規定は何も盛られていなかった。
然し乍ら、前述のような各方面からの緑地保全の要望が高まっていたため、昭和41年6月「首都圏近郊緑地保全法」（昭和41年6月30日、法律第101
号）を公布した。（略）
「近郊整備地帯」とは、首都圏整備法の改正法の第24条に、「既成市街地の近郊で、その無秩序な市街地化を防止するため計画的に市街地を整備し、
あわせて緑地を保全する必要がある区域」と規定せられたため、近郊整備地帯の中の緑地を保全する義務を生じたとも言い得るものであった。従っ
て首都圏近郊緑地保全法で規制できる緑地は、首都圏近郊整備地帯内であって首都圏全域ではなかった。

■制度創設の背景

■制度創設時の防災の視点

佐藤昌(1977)日本公園緑地発達史（上）, 522 より引用

国土交通大臣は、近郊緑地のうち、無秩序な市街地化のおそれが大であり、かつ、これを保全することによつて得られる首都及びその周辺の地域の
住民の健全な心身の保持及び増進又はこれらの地域における公害若しくは災害の防止の効果が著しい近郊緑地の土地の区域を、近郊緑地保全区域
（以下「保全区域」という。）として指定することができる。

■現在の関連法文等における防災の視点

（首都圏近郊緑地保全法 最終更新： 平成29年5月12日公布）
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（3）区域区分 （市街化区域・市街化調整区域）（1968 年） 

 急速な市街地の拡大への対応を背景として創設された。制度検討時には、永続的な緑地等の

保全を図る「保存地区」が検討されていたが、最終的には、市街化区域と市街化調整区域の

みが法制化された。 

 制度創設期において、防災面については、溢水、湛水、津波、高潮等による災害の発生のお

それのある土地の区域、水源を涵養し、土砂の流出を防備する等のため保全すべき土地の区

域は、原則として市街化区域に含まないものとされていた。 

 今日では、土砂災害特別警戒区域及び津波災害特別警戒区域その他の溢水、湛水、津波、高

潮、がけ崩れ等による災害の発生のおそれのある土地の区域が含まれる場合には、市街化調

整区域への編入を検討することが望ましいとされている。 

 

（4）特別緑地保全地区（旧・緑地保全地区）（1973 年） 

 優れた自然環境を保全し、開発行為の規制の強化に努めることを背景として創設された。 

 制度創設期において、防災面においては、災害の防止等のための遮断地帯、緩衝地帯又は避

難地帯としての緑地として、地震、大規模な火災等の災害の防止等の効果がある緑地の保全

が想定されていた。 

 今日でもこの考え方が継承されている。 

 

都市化のエネルギーは、これからもますます増大し、２０年後の市街地面積は現在の市街地面積の約２倍になるであろうと予測されている。（略）
このような厳しい現実を踏まえて、都市の健全な発展と秩序ある整備を目的とする都市計画を遂行するに当たっては、旧い都市計画法に基づく体制によってその強大な圧力
をうけとめることのできる望ましい都市計画を期待することは、到底困難である。（略）
都市計画区域は既成市街地・市街化地域・市街化調整区域・保存地区の４区域に分けられている。すなわち既成市街地は、都市改造・再開発計画の対象地域であり、市街化
地域は、新しく都市化する地域を計画的にコンパクトな市街地を形成せしめる地域であり、市街化調整区域は、将来市街化するかもしれないために当面は市街化を抑制し、
都市化の動向を検討しつつ段階的に開発をみとめ市街化地域に移行させることを意図する地域であり、保存地区は、永続的な生産緑地と近郊保全緑地等の立地する地域を意
味するものとしたのである。しかしながら法律としては、運用の煩雑を避けるために、それぞれを内容に含めて市街化区域と調整区域にまとめたものと理解される。

新法は、無秩序な市街化を防止し、計画的な市街化を図るため新都市計画区域を市街地として積極的に整備する市街化区域と市街化を抑制する市街化調整区域とに二分して
都市の健全な発展と秩序ある整備を目標としており、市街化区域（略）には次の３つの地域が含まれる。
（１）既成市街地 （略）
（２）既成市街地周辺部（略）
（３）新市街地 おおむね１０年以内に優先的かつ計画的に市街化を図るべき区域

（３）新市街地には原則として次に掲げる土地の区域は含まないものとしている。
（略）
ロ 溢水、湛水、津波、高潮等による災害の発生のおそれのある土地の区域
（略）
二 すぐれた自然の風景を維持し、都市の環境を保持し、水源を涵養し、土砂の流出を防備する等のため保全すべき土地の区域

■制度創設時の防災の視点

三好勝彦（建設省都市計画課専門官）、伊藤英昌（建設省都市計画課）(1966)新都市計画法による公園緑地の整備について,  公園緑地30(1), 19-26より引用

■制度創設の背景

横山光雄(1969)新都市計画法施行の背景と緑地問題, 公園緑地30(1), 4-10より引用

区域区分見直しの考え方
市街化区域内の現に市街化していない区域において、土砂災害特別警戒区域及び津波災害特別警戒区域その他の溢水、湛水、津波、高潮、がけ崩れ等による災害の発生のお
それのある土地の区域が含まれる場合には、必要に応じ、それぞれの区域の災害リスク、計画避難体制の整備状況、災害を防止し、又は軽減するための施設の整備状況や整
備見込み当を踏まえつつ、当該区域を市街化調整区域に編入することを検討することが望ましい。

■現在の関連法文等における防災の視点

（令和2年9月 都市計画運用指針）

「都市公園等整備緊急措置法」が審議された第68回国会の衆議院建設委員会は、昭和47年6月9日、法案可決の際「都市及びその周辺における良好なる自然環境の確
保と保全を図るため、優れた樹林地、池沼等について緑地保全の制度を創設、開発行為の規制の強化に努めるよう」付帯決議がなされた。これにより、都市の緑地
保全に対する制度制定の必要性が拍車をかけられたのである。

さらに昭和47年6月22日に国会を通過した「自然環境保全法」の附則より政府は次のような義務を背負うこととなった。
「（良好な都市環境を確保するために必要な自然環境の保全）
第二条 政府は、良好な都市環境を確保するために必要な自然環境の保全のための制度についてすみやかにその整備を図るものとする」

かくして建設省は、都市計画中央審議会の答申を主体として、法案を作成し「都市緑地保全法」を昭和48年3月14日国会に提出し、同年9月1日、法律第72号として
成立通過したのである。

第三 法案の概要
二 緑地保全地区に関する都市計画
１．都市計画区域内において、樹林地、草地、水辺地、岩石地等が、単独で又は一体となって、良好な自然的環境を形成している土地で、次の各号のいずれかに該
当するものの区域については、都市計画に緑地保全地区を定めることができる（略）。
（一）無秩序な市街地化の防止、公害又は災害の防止等のため必要な遮断地帯、緩衝地帯又は避難地帯として適切な位置、規模及び形態を有するもの
（略）
第１号は、無秩序な市街化の防止、市街地の連たんの防止、既成市街地内における用途の混在の防止、大気の汚染等の公害の防止、地震、大規模な火災等の災害の
防止等の効果がある緑地を保全するものである。

相場洋一（建設省都市局都市計画課）(1973)都市緑地保全法について, 新都市27(3), 9-17 より引用

佐藤昌(1977)日本公園緑地発達史（上）, 543 より引用

■制度創設の背景

■制度創設時の防災の視点

第十二条 都市計画区域内の緑地で次の各号のいずれかに該当する土地の区域については、都市計画に特別緑地保全地区を定めることができる。
一 無秩序な市街地化の防止、公害又は災害の防止等のため必要な遮断地帯、緩衝地帯又は避難地帯として適切な位置、規模及び形態を有するもの

遮断地帯としては、既成市街地若しくは市街化区域の周辺又は連坦のおそれが強い二つの市街地の中間部に存在するようなもので、原則として徒歩による日常生活
圏を分離するに足りる程度の規模及び形態を有するものである。
（略）
避難地帯としては、住民が火急の場合に用意に到達し得る位置に存在するものであり、避難対象区域の人口等に応じて緩衝地帯としての機能を果たす適切な規模及
び形態を有するものである。

■現在の関連法文等における防災の視点

（都市緑地法運用指針 平成30年4月1日改正）

（都市緑地法 最終更新： 平成30年6月27日公布）
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（5）緑のマスタープラン（1977 年） 

 都市化の進展に伴う緑地の急激な減少の下、緑地行政を総合的に進めていく必要性を背景と

して創設された。 

 緑のマスタープランにおける系統別配置計画の指針では、地震火災時における避難地・避難

路としての緑地、石油コンビナート周辺の災害拡大防止の緩衝地帯としての緑地の確保等に

加えて、地すべり、崩壊等の危険性の大きい地域、市街地内の溢水、湛水等の災害のおそれ

のある地域は、災害の防止を図るため、緑地として取り込むことが想定されていた。 

 

（6）緑の基本計画（1994 年） 

 地すべり、崩壊等の危険性の大きい地域、市街地内の水害のおそれのある地域は、災害の防

止を図るため、緑地として取り込む方針が、緑のマスタープランから継承された。 

 現在の緑の基本計画ハンドブック（2007 年）においてもこの方針が継承されている。 

 

４．緑のマスタープランの図書
（２）緑地の配置計画
１）緑地の系統配置計画の必要性
ⅰ）環境保全系統（略）
ⅱ）レクリエーション系統（略）
ⅲ）防災系統
災害の防災あるいは災害時における避難路、避難場所の計画、都市公害の緩和等に対処し得るような緑地の系統
２）緑地の系統別配置計画の指針
（略）
ⅲ）防災系統
イ）主として地震火災時における安全性の確保を図るよう、防災計画の一環として避難地及び避難路としての緑地を配置すること。
ロ）工業地と住宅地のように分離することが望ましい地域が隣接している場合は緩衝地帯としての緑地を配置すること。
ハ）石油コンビナート等の周辺には、災害時における被害の拡大の防止を図るため、緩衝地帯としての緑地を配置すること
二）騒音、振動等の発生源の周辺には、これらの公害を緩和するため、緩衝地帯としての緑地を配置すること。
ホ）地すべり、崩壊等の危険性の大きい地域及び、市街地内に存する溢水、湛水等による災害の発生のおそれのある地域は、災害の防止を図るため、
緑地として取り込むよう配置すること。

緑のマスタープランの策定の推進について（昭和52年4月1日建設省都市局長通達）別紙 緑のマスタープラン策定要綱 より引用

■制度創設時の防災の視点

都市化の進展に伴う緑地の急激な減少によって、都市における生活環境の悪化は著しいものがある。都市の良好な生活環境を確保し創造していくた
めに必要な緑とオープンスペースの整備・保全については、各都市が土地の自然的条件及び土地利用の動向等を勘案して、都市施設たる公園緑地の
整備、緑地保全地区、風致地区等の地域制緑地による民営緑地の保全等を内容とする緑地行政を総合的な観点に立って進めなければならない。
緑のマスタープランは、都市緑化に関する制度や施策を効果的に活用していくために、これらの制度や施策を有機的に系統化し施策を展開すること
により、良好な生活環境の確保を図ることを目的とするものである。

■制度創設の背景

建設省都市局都市計画課(1974)緑のマスタープラン, 公園緑地35(4), 13-17 より引用

防災系統の指針
①主として地震火災時における安全性の確保を図るよう、防災計画の一環として避難地及び避難路としての緑地を配置すること。また、避難地及び避難路等
周辺施設の不燃化促進を図るため、耐火性に優れた常緑樹などを主とした緑化の促進を図る。
②工業地と住宅地のように分離することが望ましい地域が隣接している場合は緩衝緑地、工場緑化等を配置する。
③石油コンビナート等の周辺には、災害時における被害の拡大の防止を図るため、緩衝地帯としての緑地を配置する。
④騒音、振動等の発生源の周辺には、緩衝地帯としての緑地を配置する。
⑤地すべり、崩壊等の危険性の大きい地域及び、市街地内に存する溢水等による災害の発生のおそれのある地域は、災害の防止を図るため、緑地として取り
込む。
⑥市街化区域に存する農地については、地震火災時における避難地としての役割が見込まれるが、農地所有者等の理解が得られると考えられるものについて
は、避難地や避難路としての緑地として位置づけて適正に保全を図る。

■初版の緑の基本計画ハンドブック（１９９５年）の防災の視点

日本公園緑地協会(1995)緑の基本計画ハンドブック より引用

■現在の緑の基本計画ハンドブック（２００７年）の防災の視点

防災系統に関する留意事項
①防災計画の一環として、次のような公園を設定する。
（略）
②「一時避難地の機能を有する都市公園」は住民が容易に歩いていけるよう配置する。
③広域避難地の機能を有する都市公園、復旧・復興活動の地域的拠点となる都市公園は、出来るだけ幹線道路に隣接して配置する。
④広域防災拠点の機能を有する都市公園は、市街地の周辺で、広域幹線道路に面し、被災のおそれの少ない場所に配置する。
⑤避難地、避難道路等の周辺施設については特に延焼を免れるよう、耐火性に優れた常緑樹などを主とした緑化の推進を図る。また延焼遮断帯となるような
緑地を配置するとともに、広幅員の道路、河川の緑化の推進、山麓の樹林地の保全活用等を図り、広域防災帯となるような緑地を配置する。これにより広範
囲に連坦する市街地においては、市街地の分節化、ブロック化を図る。また、活発な活動が予測される活断層上の樹林地を保全・活用、災害の防止を図る緑
地として配置する。
⑥地すべり、崩壊等の危険性の大きい地域及び市街地内に存する水害の発生のおそれのある地域は、災害の防止を図るため緑地として保全し、ネットワーク
化を図る。
⑦市街化区域に存する農地については、地震火災時に様々な役割が見込まれるが、農地所有者等の理解が得られると考えられるものについては、防災に資す
る緑地として位置づけて適正な保全を図る。
⑧工業地と住宅地のように分離することが望ましい地域が隣接している場合は緩衝緑地、工場緑化等を配置するとともに、石油コンビナート等の周辺には、
災害時における被害の拡大の防止を図るため、緩衝地帯としての緑地を配置する。また、騒音、振動等の発生源の周辺には、緩衝地帯としての緑地を配置す
る。 日本公園緑地協会(2007)新編 緑の基本計画ハンドブック より引用
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（7）緑地保全地域（2004 年） 

 比較的大規模な緑地、広域的な緑地の保全を、一定の土地利用と調和して進める必要性を背

景として創設された。 

 防災面においては、急傾斜地等における土砂災害防止の機能を果たしている緑地等災害の防

止のために保全する必要があるものが指定要件とされている。 

 

 

（8）地区計画等緑地保全条例制度（2004 年） 

 地区計画による地区レベルでの緑地の保全の強化の必要性を背景として創設された。 

 地区計画等緑地保全条例の対象となる緑地は、個々の地区の状況に応じ、 市区町村が判断し

て定めるものとされ、防災面からの緑地の保全については想定されていない。 

 

都市内に残された貴重な緑地については、これまで開発等の行為を許可制とし現状凍結的な保存をおこなう緑地保全地区制度により保全
されてきた。他方、近年その重要性がクローズアップされている里山などの都市近郊の比較的大規模な緑地や、都市圏の骨格を形成する
ような広域的な緑地の保全を進める上では、厳しい行為規制による現状凍結的な保全ではなく、一定の土地利用と調和した緩やかな規制
による保全手段が必要である。このため今回の改正では、届出制による緩やかな行為規制をおこなう地域地区として、緑地保全地域を創
設している。

第五条 都市計画区域又は準都市計画区域内の緑地で次の各号のいずれかに該当する相当規模の土地の区域については、都市計画に緑地
保全地域を定めることができる。
一 無秩序な市街地化の防止又は公害若しくは災害の防止のため適正に保全する必要があるもの
二 地域住民の健全な生活環境を確保するため適正に保全する必要があるもの

５ 緑地保全地域
（１）趣旨
（略）

（２）緑地保全地域の決定
ア （略）
イ 緑地保全地域の対象となる土地の区域の要件

法第５条第１項第１号の要件は、
a （略）
b （略）
c 災害の防止のために保全する必要がある緑地は、災害発生時の延焼防止等の緩衝地帯又は都市住民の避難地としての機能を

発揮している緑地、急傾斜地等における土砂災害防止の機能を果たしている緑地等、災害の防止のために保全する必要があ
るものである。

新田敬師(国土交通省都市・地域整備局公園緑地課企画専門官)(2004), 都市公園法、都市緑地法の改正について, 新都市58(7), 46-52 より引用

■制度創設の背景

■現在の関連法文等における防災の視点

（都市緑地法 最終更新： 平成30年6月27日公布）

（都市緑地法運用指針 平成30年4月1日改正）

従来から地区計画等において保全すべき樹林地等、草地等を定めることができるようになっているが、これらの緑地における規制が届出
制のみであり、担保力が必ずしも十分でないことから、地区レベルでの緑地の保全を強化するため、市町村が条例を定めることにより許
可制とすることができるようにしている。

■制度創設の背景

新田敬師(国土交通省都市・地域整備局公園緑地課企画専門官)(2004), 都市公園法、都市緑地法の改正について, 新都市58(7), 46-52 より引用

第十二条の五
７ 地区整備計画においては、次に掲げる事項（略）を定めることができる。
一 （略）
二 （略）
三 現に存する樹林地、草地等で良好な居住環境を確保するために必要なものの保全に関する事項
四 （略）

（地区計画等緑地保全条例）
第二十条 市町村は、地区計画等の区域（略）において、現に存する樹林地、草地等（緑地であるものに限る。次項において同じ。）で
良好な居住環境を確保するため必要なものの保全に関する事項が定められている区域（略）において、条例で、当該区域内における第十
四条第一項各号に掲げる行為について、市町村長の許可を受けなければならないこととすることができる。

７ 地区計画等の区域内における緑地の保全
(2) 地区計画等緑地保全条例
① 地区計画等緑地保全条例の対象となる緑地の考え方
地区計画等緑地保全条例の対象となる緑地については、個々の地区の状況に応じ、市区町村が判断して定めるものであり、特に統一的な
要件等を設定するものではないが、例えば、住宅市街地などにおいて地区を代表する良好な景観を形成するなど、地区内の自然的環境の
保全を図る上で重要な役割を果たす、比較的小規模な社寺林、 屋敷林や農地等が考えられる。

■現在の関連法文等における地区計画等緑地保全条例制度の考え方

（都市計画法 最終更新： 令和2年6月10日公布）

（都市緑地法 最終更新： 平成30年6月27日公布）

（都市緑地法運用指針 平成30年4月1日改正）



  

21 

（9）緑地保全制度の発展経緯を通じた水害の防災・減災の視点（まとめ） 

 

 

  

緑の基本計画

〈国土交通省〉 〈地方公共団体〉

緑の政策大綱

近郊緑地保全計画
（首都圏・近畿圏を対象)

歴史的風土保存計画
（古都を対象）

緑
の
保

全

緑
の
創

出

・風致地区
・近郊緑地保全区域
・特別緑地保全地区
・緑地保全地域

・地区計画等緑地保全条例

民有地の緑化・公共公益施設の緑化

都市公園の整備

（首都圏近郊緑地保全法等）

（古都保存法・明日香村特別措置法）

緑地の保全

・歴史的風土特別保存地区
・生産緑地地区 ・保存樹
・保存樹林制度
・市民緑地契約制度

・自治体独自の条例等に基づく制度

基
本
方
針

公園緑地の整備

広域緑地計画

緑化の推進

緑のマスタープラン

土地利用規制を行う緑地保全制度

• 土砂災害の防災・減災については、特に近郊緑地
保全区域において指定理由の一つとして想定され
てきたが、水害、特に雨水の貯留浸透機能に着目
した指定理由は明記されていない。

緑のマスタープラン、緑の基本計画

• 土砂災害のおそれがある土地、水害が発生するおそ
れのある地域を緑地にすることにより災害の防止を
図る考え方が示されている。

• ただし、雨水の貯留、浸透の考え方は明記されてい
ない。
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2．複合的な緑地保全施策の事例（神戸市事例紹介） 

―防災・減災の観点から緑地保全施策を重層的に活用している事例として、神戸市の取組をご紹

介いただいた。ー 

 

 

防災・減災の観点からの
緑地保全の取り組み

神戸市

目次

１．はじめに 神戸市の主な災害リスク分布

２．神戸市における緑地保全の施策展開
（六甲山を中心に）

（１）法規制等の概観
（２）主な取り組み

３．「流域治水」を踏まえた今後の連携について
兵庫県総合治水条例との連携
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１．はじめに 神戸市の災害リスク分布－１

（河川、洪水浸水想定区域、内水浸水想定区域）

神戸市（表六甲）
阪神間の河川の
特徴として、
河川延長が短く
角度が大きい

洪水浸水想定区域
⇒黄色着色
内水浸水想定区域
⇒青色着色

国土交通省六甲砂防事務所作成資料より抜粋

１．はじめに 神戸市の災害リスク分布－２

（土砂災害警戒区域（急傾斜、土石流））

六甲山系南山麓に
土砂災害警戒区域
土石流警戒区域が
帯状に分布

市街地に影響の
大きい六甲山南側
について以前より
災害対策が
なされてきた

土砂災害警戒区域
（急傾斜）
⇒青色着色
土砂災害警戒区域
（土石流）
⇒黄色着色
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２．神戸市の緑地保全の施策展開

（１）法規制の概観

江戸時代：薪炭林の伐採、築城用材の利用により、

森林が消失

明治時代：

1867 神戸港開港

人口の急増、水害が多発

1897 森林法制定

1902 植林の開始

緑地保全による防災のはじまり

植林された六甲山

２．神戸市の緑地保全の施策展開

（１）法規制の概観

1897年～ 保安林（森林法）

1903年～ 水源涵養および砂防を目的とした植林を実施

1903年～ 砂防指定地（砂防法）

1937年～ 風致地区（都市計画法）
1938年 阪神大水害
1956年～ 国立公園（自然公園法）
1967年 昭和42年豪雨災害

1968年～ 近郊緑地保全区域（近畿圏の保全区域の整備に関する法律）

1969年～ 急傾斜地崩壊危険区域（急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律）

1991年～ 緑地の保存・保全・育成区域（緑地の保全、育成及び市民利用に関する条例）

1993年～ 阪神・淡路大震災

1998年～ グリーンベルト整備事業区域（都市計画法、都市緑地法他）

2012年～ 六甲山森林整備戦略策定
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２．神戸市の緑地保全の施策展開

（１）法規制の概観
①保安林（森林法）
市街地に隣接する表六甲山麓沿いを中心に土砂崩壊防備保安林に、
裏六甲を中心に土砂流出防備保安林に指定

２．神戸市の緑地保全の施策展開

②砂防指定地（砂防法）
六甲山のほぼ全域に砂防指定地を指定
積極的な砂防工事の推進
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２．神戸市の緑地保全の施策展開

③近郊緑地保全区域（近畿圏の保全区域の整備に関する法律）
無秩序な市街地化の恐れが大であり、公害もしくは災害の防止の効果が
著しい緑地で指定

２．神戸市の緑地保全の施策展開

③近郊緑地保全区域（近畿圏の保全区域の整備に関する法律）
六甲区域保全区域整備計画

・整備の基本構想（関連個所のみ抜粋）
既成市都市区域及びその近郊地域の住民の健全な心身の保持及び増進、または
公害もしくは災害の防止を図るため、開発との調整、樹林地の荒廃防止等、
緑地を保全するための措置の強化を図り自然と人間の交歓を深める場として
整備する

・土地利用構想
区域を東部地区、中部地区、西部地区、西北部地区の4地区に区分して土地利用
構想を策定。レクリエーション等利用する区域を定めるとともに、スプロールや
災害防止のため樹林地を保全・荒廃措置する区域を指定している。

・施設整備計画（関連施設のみ抜粋）
防火、防水若しくは防砂又は地滑り若しくは林地の荒廃のための施設
防火施設、防水施設、砂防施設、地すべり防止施設、隣地の荒廃復旧又は
防止の施設
→区域内の災害防止と樹林地の保護をはかるため武庫川、表六甲河川、明石川、
加古川の上流部において、復旧治山、予防治山および保安林改良事業を実施する
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２．神戸市の緑地保全の施策展開

④急傾斜地崩壊危険区域（急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律）
崩壊により相当数の居住者その他の者に危害が生ずる恐れのある区域等で指定
特に山際まで市街地化が進展した南麓斜面の市街地に隣接する区域で指定

２．神戸市の緑地保全の施策展開

⑤緑地の保存・保全・育成区域（緑地の保全育成及び市民利用に関する条例）
神戸市で条例を制定の上、六甲山系等(市街化調整区域内)において、
自然環境面の機能が優れており、防災面から保全の必要性が高い区域で指定
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２．神戸市の特徴的な緑地保全の取り組み
⑤緑地の保存・保全・育成区域（緑地の保全育成及び市民利用に関する条例）

２．神戸市の緑地保全の施策展開

⑥グリーンベルト整備事業区域内における特別緑地保全地区）
地震により起きた地滑りやゆるんだ地盤では、土砂災害の危険性があるため、
六甲山系を一連の樹林帯（グリーンベルト）として位置付け、特に防災機能
の高い緑地で指定
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２．神戸市の緑地保全の施策展開

緑地の保存区域
緑地の
保存区域緑地の育成区域

緑地の
保全区域

近郊緑地保全区域 近郊緑地保全区域近郊緑地
特別保全区域

特別緑地
保全地区

（国立公園）

（集団施設地区）

急傾斜地崩壊危険区域

⑦各制度の指定区域-3

災害防止を目的とした森林整備を
進めるゾーン

災害防止の森

生物多様性保全を目的として場に
応じた維持管理を進めるゾーン

生き物の森

森林体験や環境学習の場として
各種モデル的な整備を進めゾーン

憩いと学びの森

施設やハイキング道周辺の景観
整備を進めるゾーン

景観美の森

二酸化炭素の吸収能を高めるため
の森林整備を進めるゾーン

地球環境の森

２．神戸市の緑地保全の施策展開
(2)主な取り組み
①六甲山森林整備戦略
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２．神戸市の緑地保全の施策展開
①六甲山森林整備戦略（災害防止の森）

 

 災害防止の森 生き物の森 地球環境の森 景観美の森 憩いと学びの森 

整備例 アラカシ林・市街地隣接部 ブナ林 スギ・ヒノキ林 コナラ林 アカマツ林 

整備前 

     

      

整備後 

     

（施業前） （施業後） （現在）

市街地に隣接する新神戸駅北側の災害防止の森で大木化した森林を整備し、
低木管理化を実施、検証中

大木化した樹木が新幹線の
線路直上に繁茂している
状態

大木化した樹木の伐採を
行った直後で、法面土壌
が見える状態

伐採樹木からの萌芽や
先駆樹種の成長により
森林が再生しつつあり、
低木管理の手法を検証中

２．神戸市の緑地保全の施策展開
①六甲山森林整備戦略（災害防止の森）
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都市山麓グリーンベルト整備事業は、都市域の土砂災害に対する安全性を高め、
豊かな都市環境と景観を創出することを目的に、市街地に隣接する山麓斜面に
グリーンベルトとして一連の樹林帯を形成する制度です。

国土交通省ＨＰ 防災のための街づくり
（４）まちに隣接する山麓斜面の崩壊を防ぐより抜粋 (一部文言修正) 

２．神戸市の緑地保全の施策展開
(2)主な取り組み
②グリーンベルト整備事業

都市緑地法に基

づく緑地の保全

２．神戸市の特徴的な緑地保全の取り組み
②グリーンベルト整備事業

六甲山南側斜面で神戸市須磨区鉢伏山～宝塚市岩倉山の区間
（延長：約３０km 面積：約８,４００ha）
直接的な市街地に土砂災害を及ぼす可能性を有するゾーン(*1)を基本的な
区域に設定

(*1)線引き線と第一尾根線で囲まれた区域のこと。
事業目標達成のため、上記区域のうち、不適切な
区域を除外して、防砂の施設、特別緑地保全地区
に指定することで事業を進める。

国土交通省六甲砂防事務所作成資料より抜粋
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グリーンベルト（六甲尾根：表六甲河川流域）

（Aゾーン：第1尾根線まで）
（要件の合う箇所は「防砂の施設」「特別緑地保全地区」）

国立公園

２．神戸市の特徴的な緑地保全の取り組み
②グリーンベルト整備事業（ゾーニング）

３．「流域治水」を踏まえた今後の連携について
兵庫県総合治水条例

■総合治水条例
 総合治水の推進に関するあらゆる施策を示した上で、県・市町・県民の責任を明確化。
 施策の例：
 土地・建物等の所有者等は、各々の方法により、新たに雨水貯留浸透施設を備え、
維持する。
 遊水機能を持っている農地等の土地はその遊水機能の維持。
 森林は、雨水の浸透・滞留、県土保全の機能を確保するため、整備と保全を図る。
 雨水の流出量が増加する一定規模以上の開発行為を行う開発者等に対し、「重要
調整池」の設置等を義務化。
 河川の流域や地域特性等から県を11地域に分け、各地域において総合治水を推進
する計画「地域総合治水推進計画」の策定を規定。

文：兵庫県ＨＰ総合治水の推進についてより抜粋
図：神戸(表六甲河川)地域総合治水推進計画 より抜粋
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３．「流域治水」を踏まえた今後の連携について
兵庫県総合治水条例

神戸(表六甲河川)地域総合治水推進計画より抜粋
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3．河川部局の計画との連携の考え方（滋賀県事例紹介） 

―流域治水の枠組における公園緑地部局と河川部局の計画の連携方法を今後検討していく上で

の基礎的情報として、滋賀県の流域治水の取組についてご紹介いただいた。ー 
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4．雨水の貯留・浸透能力に関する評価手法 

―都市の緑地による洪水緩和効果のシミュレーション解析に関する最新の研究内容として飯田

委員にご紹介いただいた資料を掲載した。さらに、緑地の有する雨水の流出抑制機能に関する

評価の現状を整理した。ー 

（1）都市緑地による洪水緩和効果のシミュレーション解析（第 2 回検討会飯田委員か

らの情報提供資料） 
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（2）緑地の有する雨水の流出抑制機能に関する評価の現状について 

①浸透能の実測値について 

 日本各地の様々な地点の緑地の最終浸透能の実測値が計測されている。 

 林地については、200mm/h を超える最終浸透能の実測値が報告されている。 

 

②緑地の雨水流出抑制機能に関わる標準値 

 土地利用別の浸透能の標準値が示されている。畑地、林地、芝地、植栽等の浸透能が示され

ている。 

 工種別、用途地域別の流出係数の標準値が示されている。工種別については、芝、樹木の多

い公園や勾配の緩い山地等の流出係数が示されている。 

 

村井ら, 1975
 東北地方の林地34地点、

伐採跡地15地点、草生地
14地点、裸地12地点の最
終浸透能を計測

 林地平均の最終浸透能を
258.2mm/hとしている

吉田ら, 2013
東京都新宿区の公園内
で種組成の類型ごとに
最終浸透能を計測

雑木林型の樹林地の最
終浸透能を222mm/hとし
ている

村井宏,岩崎勇作(1975)林地の水および土壌保全機能に関する研究（第１報）－森林状態の差異が地表流下、浸透および侵食に及ぼす影響－,林業試験場研
究報告 (274), p23-84

吉田葵, 林誠二, 石川幹子(2013)都市緑地における種組成の差異が雨水涵養機能に与える影響に関する研究, 都市計画論文集, 48巻, 3号, p.1011-1016

• 東京都は、土地利用別の浸透
能の標準値を示している

東京都雨水貯留・浸透施設技術指針, 2009

公益財団法人日本下水道協会(2009)下水道施設計画・設計指針と解説

• 公益財団法人日本下水道協会は、工種別、用途別
の流出係数の標準値を示している

• 横浜市は、用途地域別の流出係数の標準値を示している

横浜市環境創造局(平成23年度)
横浜市下水道設計指針（管きょ
編）同解説, p3-8

※間地：庭や資材置き場などの非建蔽地
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③入手可能なデータと雨水の流出抑制機能に関わる標準値の対応 

 都市計画基礎調査土地利用現況データ、用途地域データが汎用性が高く、雨水浸透能または

流出係数の標準値の割り当てが可能。 

 空間分解能の高い緑被データを作成・公開している地方公共団体もある。しかし、緑被デー

タと雨水浸透能または流出係数との対応関係を示す行政による資料は確認できず。 

 

  

• 埼玉県はwebGIS上で全県の緑被データを公開
• 分類は田、畑、田畑以外
• 空間分解能1.5m

身近な緑現況調査埼玉県土地利用図2018年, 2018,地図で見る埼玉の環境 Atlas Eco Saitama、
https://cessgis.maps.arcgis.com/home/index.html

• 世田谷区は緑被データを作成
• 分類は樹林地、草地、竹林、屋上緑地、農地、水面
• 空間分解能10cm

世田谷区(2017)平成28年度世田谷区みどりの資源調査報告書
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④内水氾濫シミュレーションにおける緑地の雨水流出抑制機能 

ア 降雨損失モデル 

 一般に使用されている内水氾濫シミュレーションにおいては、浸透能または流出係数が考慮

され、降雨量から一定量を差し引き、地表面に流出する有効降雨量が算定される（降雨損失

モデル）。 

 

 
流出解析モデル活用マニュアル（公益財団法人 日本下水道新技術機構, 2017年3月）, p38
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イ ホートンモデルと流出係数モデル 

 降雨損失モデルには、浸透能を使用する手法（ホートンモデル）と、流出係数を使用する手

法（流出係数モデル）がある。 

 浸透能を使用する手法は、精度の高い解析が可能であり、降雨の強弱や継続時間の違いにも

対応。 

 流出係数を使用する手法は、取扱いは容易であるが、規模の異なる降雨での再現性に注意が

必要であり、長雨の場合の解析は適さない。 

 

 

流出解析モデル活用マニュアル（公益財団法人 日本下水道新技術機構, 2017年3月）, p9

流出解析モデル活用マニュアル（公益財団法人 日本下水道新技術機構, 2017年3月）, p131

浸透能を使用する手法
（ホートンモデル）

流出係数を使用する手法
（流出係数モデル）
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ウ 浸透能と流出係数 

 浸透能を使用する手法（ホートンモデル）では、降雨の初期に表面流出が発生するまで地表

面に貯留される凹地貯留損失が考慮される。その上で、解析範囲の浸透面に一律の浸透能（初

期浸透能、最終浸透能 等）を与える方法と、土地利用類型それぞれに対して浸透能を与え

る方法がある。 

 流出係数を使用する手法（流出係数モデル）では、解析範囲に一律の流出係数を与える方法

と、土地利用または用途地域の類型ごとに流出係数を与える方法がある。 

 

  

浸透能を使用する手法

流出係数を使用する場合

流出解析モデル活用マニュアル（公益財団法人 日本下水道新技術機構, 2017年3月）, p39-40
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エ パラメータ 

 一般的に、入力データとして用いられるのは、不浸透面面積率や流出係数のみ（河村, 2018）

（下記①、③、④） 

 土地利用の類型（工種）毎に流出係数を与える方法の場合、流出係数の標準値として、芝地・

樹木の多い公園：0.05～0.25、勾配の緩い山地：0.20～0.40、間地：0.10～0.20 等が一般

に用いられる（下記④） 

 土地利用類型毎に浸透能を与える方法は詳細なパラメータ設定が可能であり研究論文での使

用が見られる（下記②） 

 

（参考）河村 明, 都市流域における洪水流出解析の現状と将来展望, 水文・水資源学会誌, 2018, 31 巻, 6 号, p. 451-466 

オ 緑地が有するインパクト 

 神田川を対象とした研究論文のシミュレーション結果からは、緑地の有する雨水浸透機能が

内水氾濫の浸水範囲の減少、浸水被害額の減少に寄与することが示されている。 

 

降雨損失モデル 一般的な値、事例等

浸透能を使用
する場合
（ホートンモ
デル）

凹地貯留損失（共通） 日本下水道協会は暫定指針として、不浸透域2.0mm、浸透域6.0mmを提示
日本下水道協会(1982)合流式下水道越流水対策と暫定指針

①解析範囲の浸透面に
一律の浸透能（初期浸
透能、最終浸透能
等）を与える方法

日本下水道協会は暫定指針として、浸透域における浸透能10mm/hを提示
日本下水道協会(1982)合流式下水道越流水対策と暫定指針

国土交通省がH１４に実施した下水道における雨水越流水のシミュレー
ションでは浸透能10mm/hを使用
国土交通省都市・地域整備局下水道部 財団法人下水道新技術推進機構(2002)合流式下水道の改善対策に関する調査報告書－合
流式下水道改善対策検討委員会報告－

②土地利用類型毎に浸
透能を与える方法

研究論文では詳細な土地被覆類型毎に浸透能を与えたものが見られる
（例：飯田晶子, 大和広明, 林誠二, 石川幹子(2015)神田川上流域における都市緑地の有する雨水浸透機能と内水
氾濫抑制効果に関する研究, 都市計画論文集,, 50 巻, 3 号, p. 501-508）

流出係数を使
用する場合
（流出係数モ
デル）

③解析範囲に一律の流
出係数を与える方法

狛江市が実施した浸水シミュレーションでは市の公共下水道事業計画に
示されている流出係数0.55を使用
令和元年東日本台風に伴う浸水被害対策 最終報告（修正版）、参考資料２ 浸水シミュレーションに関する補足説明資料

④土地利用または用途
地域の類型毎に流出係
数を与える方法

日本下水道協会による工種別基礎流出係数の標準値、及び工種構成から
求めた総括流出係数が一般に用いられる

公益財団法人日本下水道協会(2009)
下水道施設計画・設計指針と解説

※間地：庭や資材置
き場などの非建蔽地

株式会社日本政策投資銀行地域企画部(2017)都市の骨格を創りかえるグリーンインフラー緑地への
投資効果を策るー

飯田ら, 2015
 詳細な緑地データを作成し、類型ごとに最終浸透能を設定
 緑地を増加させるシナリオを作成し、浸水域が減少するシ

ミュレーション結果を提示

株式会社日本政策投資銀行地域企画部, 2017
 飯田ら(2015)で設定した緑地創出シナリオをさらに細分化
 シナリオに基づくシミュレーション結果から、浸水被害額を算出

飯田晶子, 大和広明, 林誠二, 石川幹子(2015)神田川上流域における都市緑地の有する雨水
浸透機能と内水氾濫抑制効果に関する研究, 都市計画論文集,, 50 巻, 3 号, p. 501-508
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⑤機能評価の現状から見た課題 

 

 

  

（１）浸透能の実測値について
（２）緑地の雨水流出抑制機能に関わる標準値
（３）入手可能なデータと雨水の流出抑制機能に関わる標準値の対応
[現状]

• 日本各地の様々な地点の緑地の最終浸透能の実測値が計
測されている。林地については、200mm/hを超える最終浸
透能の実測値が報告されている

• 土地利用別の浸透能の標準値が畑地、林地、芝地、植栽
等の土地利用類型別に示されている（東京都）

• 工種別、用途地域別の流出係数の標準値が示されている
• 都市計画基礎調査土地利用現況データ、用途地域データ
は汎用性が高く、雨水浸透能または流出係数の標準値の
割り当てが可能

[発展の余地]

• 既往研究における雨水浸透能の実測値が、特に都市域の
土地利用類型のどの程度をカバーできているか不明

• 土地利用類型別の評価を行う場合、土地利用類型に対応
した（シミュレーションに必要となる）初期浸透能、最
終浸透能の標準値は確認できず

• 現状では詳細な緑被データを作成している地方公共団体
は一部にとどまっている

• 緑被データと雨水浸透能または流出係数との対応関係は
学術研究でとどまっている

（４）内水氾濫シミュレーションにおける緑地の流出抑制機能

[現状]

• 一般に使用されている内水氾濫シミュレーションに
おいては、浸透能または流出係数が考慮され、降雨
量から一定量を差し引き、地表面に流出する有効降
雨量が算定される（降雨損失モデル）

• 降雨損失モデルには、浸透能を使用する精度の高い
手法と流出係数を使用する簡易的な手法がある

[発展の余地]

• 降雨損失モデルに入力データとして用いられるのは、
一般に不浸透面積率や流出係数のみのため、個別の
緑地の特性に応じた浸透能について考慮できない

• 一般に、内水氾濫への対応策は増補管の設置、分水
施設の改造、浸透施設の設置等である一方、土地利
用（緑地）はシミュレーションの所与の条件である
ことからそもそもその存在の効果が顕在化しない

• 一方で、神田川を対象とした研究論文のシミュレー
ションからは、緑地の有する雨水浸透機能が内水氾
濫の浸水範囲の減少、浸水被害額の減少に寄与する
結果が示されている

今後の課題：緑地の雨水貯留浸透機能の定量的評価手法の開発

都市域に広く分布する基質的な緑被も含め、緑地の浸透能に基づく雨水の流出抑制機能を
行政が定量的に評価する手法が一般化されていない

今回の事例調査結果から⇒
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5．雨水の貯留・浸透に関するアンケート結果 

―雨水の貯留・浸透機能を有する緑地の扱いについて、地方公共団体へのアンケート調査から整

理した。ー 

 

（1）Q.1 雨水貯留・浸透機能を有する緑地の緑の基本計画等への位置づけの有無 

   

雨水貯留・浸透機能を有する緑地の扱いを伺うアンケートを実施
実施期間：令和2年12月～令和3年1月
対象：47都道府県、1,747市区町村（20政令市、772市、23区、743町、189村）
23都道府県、682市区町村から回答

調査票質問事項

Q.1 雨水貯留・浸透機能を有する緑地の緑の基本計画等への位置づけの有無

Q.2 雨水貯留・浸透機能を有する緑地の緑の基本計画への位置づけ方

Q.3 雨水貯留・浸透機能を有する緑地として計画に位置づけられている緑地の有無

Q.4 緑地における雨水貯留・浸透施設の整備

Q.5 緑地における雨水貯留・浸透機能向上施策

Q.6 特別緑地保全地区の指定要件が拡充された場合の検討予定・実施予定

Q.7 流域治水プロジェクト等への位置づけ

問1：地方公共団体の緑の基本計画等（都道府県の場合は広域緑地計画）における、雨水貯留・浸透機
能を有する緑地（地下貯留施設を整備した都市公園を除く）による水害対策施策の位置づけの有無をお
教えください。

10%

90%

問1 合計

位置付けあり 位置付けなし

市町村 位置づけあり 69
685 位置づけなし 616

都道府県位置づけあり 4
23 位置づけなし 19

合計 位置づけあり 73
708 位置づけなし 635

※緑の基本計画（広域緑地計画）を有している地方公共団体を集計
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（2）Q.2 雨水貯留・浸透機能を有する緑地の緑の基本計画への位置づけ方 

 

 

（3）Q.3 雨水貯留・浸透機能を有する緑地として計画に位置づけられている緑地の有

無 

   

問2-2：問1で「位置づけあり」の場合、雨水貯留・浸透機能を有する緑地による水害対策施策の個別目標の有
無をお教えください。

問2-1：問1で「位置づけあり」の場合、どのように位置づけられているかお教えください。
（例：都市全体の水害対策の目標に対する雨水貯留・浸透機能を有する緑地の役割等を位置づけ）。

6%

94%

問2-2 市町村

目標あり 目標なし

問2-2 都道府県

目標あり 目標なし

5%

95%

問2-2 合計

目標あり 目標なし

回答内容 都道府県 市町村
水源涵養や流域対策等として樹林地・農地等を保全 3 22
水害対策として河川流域に遊水地としての緑地を設置 0 8
調整池を水害防止のための緑地として位置づけ 0 4
都市型水害の軽減等の雨水貯留・浸透機能を位置づけ 0 23

雨水の貯留・排水機能を活かした公園緑地・街路樹等の整備を記載 1 7
雨水地下浸透の推進について、市、市民、事業者の役割・目標を位置づけ 0 2

溢水被害のおそれのある地域において緑地の役割を配置計画に位置づけ 0 1
海岸部の農地を水害防止の観点から遊水機能を有する農地として位置づけ 0 1
その他 0 4

市町村 目標あり 4

69 目標なし 65
都道府県 目標あり 0

4 目標なし 4
合計 目標あり 4

73 目標なし 69

※複数回答があるため、市町村の合計数（73件）が「位置づけあり」の市町村数（69団体）と一致しない

問3-1：雨水貯留・浸透機能を有する緑地（例：ため池・雨水調整池となる緑地、レインガーデン、屋敷林 等）
として、緑の基本計画に位置づけられている緑地はありますか。

6%

94%

問3-1 市町村

位置付けられている緑地あり

位置付けられている緑地なし

問3-1 都道府県

位置付けられている緑地あり

位置付けられている緑地なし

問3-2:問3-1で「位置づけられている緑地あり」の場合、その概要についてご記入ください。
（例：緑の基本計画に基づき遊水地となる緑地を保全 等）

回答内容 都道府県 市町村

保安林や防災機能を有する樹林、田畑等の緑地 0 8

遊水地となる緑地 0 9

調整池・ため池 0 13
雨水浸透面全般 0 3
まとまりある農地 0 9
雨水貯留施設等のある公園 0 4
その他 0 1

6%

94%

問3-1 合計

位置付けられている緑地あり

位置付けられている緑地なし

市町村 位置づけられている緑地あり 42
685 位置づけられている緑地なし 643

都道府県 位置づけられている緑地あり 0

23 位置づけられている緑地なし 23
合計 位置づけられている緑地あり 42

708 位置づけられている緑地なし 666

※緑の基本計画（広域緑地計画）を有している
地方公共団体を集計
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（4）Q.4 緑地における雨水貯留・浸透施設の整備 

 

 

（5）Q.5 緑地における雨水貯留・浸透機能向上施策 

 

  

問4-1：緑地において、雨水貯留・浸透機能を向上させるための施設を整備した事例はありますか。

8%

92%

問4-1 市町村

事例あり 事例なし

20%

80%

問4-1 都道府県

事例あり 事例なし

8%

92%

問4-1 合計

事例あり 事例なし

市町村
1339

事例あり 108
事例なし 1232

都道府県
45

事例あり 9
事例なし 36

合計
1384

事例あり 117
事例なし 1268

※緑の基本計画等以外
も含む

問4-2：問4-1で「事例あり」の場合、その概要についてご記入ください。
（例：雨水浸透桝、透水性舗装等の整備、土壌改良による浸透能の高い地盤の形成、周辺から雨水を流入さ
せる水路の設置、レインガーデンの設置 等）

回答内容 都道府県 市町村
透水性舗装等の整備 4 52

土壌改良による浸透能の高い地盤の形成、 0 1
雨水を一時貯留する施設等の整備 3 42
雨水浸透花壇 0 1
雨水浸透桝 2 37
周辺から雨水を流入させる公園設置 0 6

調整池 2 19
芝舗装 0 2

遊水地 1 2

問5-1：緑地において、雨水貯留・浸透機能を向上させるための取組を実施した事例はありますか。

市町村
1339

事例あり 11
事例なし 1329

都道府県
45

事例あり 1
事例なし 44

合計
1384

事例あり 12
事例なし 1373

※緑の基本計画等以外も含む

1%

99%

問5-1 市町村

事例あり 事例なし

問5-1 都道府県

事例あり 事例なし

1%

99%

問5-1 合計

事例あり 事例なし

問5-2：問5-1で「事例あり」の場合、その概要についてご記入ください。
（例：土壌保全のための植栽、掘削による湿地の形成、草地の樹林化 等）

回答内容 都道府県 市町村

農地保全による雨水涵養機能等の発揮 0 1

植栽 0 5
雨水流入のための掘削 0 3
雨水貯留機能付き基盤材の使用 0 1

湿地等の掘削による貯留機能の強化 1 1

保水性のある砂を利用 0 1
その他 0 1
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（6）Q.6 特別緑地保全地区の指定要件が拡充された場合の検討予定・実施予定 

 

 

（7）Q.7 流域治水プロジェクト等への位置づけ 

   

問6-1：現在、国土交通省では、グリーンインフラ推進の観点から特別緑地保全地区の指定要件の拡充（「雨水
の貯留・浸透機能を有する」を追加）を検討しております。
この要件拡充が行われた場合において、雨水貯留・浸透機能を有する緑地による水害対策施策を緑の基本計
画に位置づける見込みがあるかについてお教えください。

市町村
682

位置づける見込みあり 41
位置づける見込みなし 641

都道府県
23

位置づける見込みあり 0
位置づける見込みなし 23

合計
705

位置づける見込みあり 41
位置づける見込みなし 664

6%

94%

問6-1 市町村

位置付ける見込みあり

位置付ける見込みなし

問6-1 都道府県

位置付ける見込みあり

位置付ける見込みなし

6%

94%

問6-1 合計

位置付ける見込みあり

位置付ける見込みなし

問6-2：上記のような考え方で特別緑地保全地区となり得る候補地はありますか。

市町村
1339

該当する緑地あり 12

該当する緑地なし 1328

都道府県
44

該当する緑地あり 1
該当する緑地なし 44

合計
1383

該当する緑地あり 13
該当する緑地なし 1372

1%

99%

問6-2 市町村

該当する緑地あり 該当する緑地なし

2%

98%

問6-2 都道府県

該当する緑地あり 該当する緑地なし

1%

99%

問6-2 合計

該当する緑地あり 該当する緑地なし

問7-1：国土交通省水管理・国土保全局の取組である「緊急治水対策プロジェクト」及び「流域治水プロジェ
クト」における緑地保全の位置づけの有無、または見込みについてお教えください。

市町村
1339

位置づけあり 2
位置づけ見込
みあり

17

位置づけなし 1321

都道府県
45

位置づけあり 0
位置づけ見込
みあり

1

位置づけなし 44

合計
1384

位置づけあり 2
位置づけ見込
みあり

18

位置づけなし 1365

0% 1%

99%

問7-1 市町村

位置付けあり 位置付け見込みあり

位置付けなし

問7-1 都道府県

位置付けあり 位置付け見込みあり

位置付けなし

0%
1%

99%

問7-1 合計

位置付けあり 位置付け見込みあり

位置付けなし

問7-2：問7-1で「位置づけあり」又は「位置づけ見込みあり」の場合、その概要についてご記入ください。

回答内容 都道府県 市町村

遊水地 0 2
貯留施設 0 1

自然地の保全 0 3

流出抑制としての農地や公園等の活用 0 7

緑地による遊水・貯留機能及び浸透機能の確保 1 0
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6．雨水の貯留・浸透のための緑地保全に関する国内事例 

―雨水の貯留・浸透のための緑地保全に関する国内事例を掲載している。なお、（1）については、

検討会において神奈川県横浜市にご発表いただいた資料である。（2）以降は、事務局が公開資

料より作成した資料である。ー 

（1）神奈川県横浜市 
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（2）東京都世田谷区 

①「東京都における総合的な治水対策のあり方について本報告」（61 答申） 

 昭和 61 年の総合治水対策調査委員会による答申。都が進めるべき治水対策として、河川整

備、下水道対策、流域対策を実施するとしていることが特徴。流域対策は、将来的な目標治

水水準として流域平均時間当たり 10 ミリ程度とされた。 

 61 答申を受け、昭和 61 年に「東京都区部中小河川流域総合治水対策協議会」（平成 5 年に

「東京都総合治水対策協議会」に拡大改組。事務局：東京都都市整備局都市基盤部調整課）

を発足し、長期的な雨水貯留浸透施設の推進を図る事業計画として、各流域の総合的な治水

対策暫定計画を策定。神田川、目黒川、野川、呑川、谷沢川・丸子川について、流域対策の

長期計画としての世田谷区内の流域対策の目標量の総和は 95.5 万㎥とされた。 

 

  

）

出典：東京都豪雨対策基本方針（改定）（H26）, p18

出典：世田谷区豪雨対策基本方針(H28), p24
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②東京都豪雨対策基本方針（改定）（平成 26 年）  

 東京都豪雨対策基本方針（改定）（平成 26 年）では、対策強化流域（世田谷区は全域が含ま

れる）を設定。 

 対策強化流域において、長期見通し（おおむね 30 年後）として、時間 75 ミリ降雨（区部）

に対する浸水被害を防止するとし、そのうち、時間 10 ミリ降雨分を流域対策の対策目標量

としている。 

 

  

出典：東京都豪雨対策基本方針（改定）（H26）, p51 出典：東京都豪雨対策アクションプラン（R2）, p10
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③世田谷区豪雨対策基本方針(平成 28 年) 

 上位計画である東京都豪雨対策基本方針（改定）（平成 26 年）を受けて、世田谷区豪雨対策

基本方針を修正。 

 河川・下水道整備、流域対策、家づくり・まちづくり対策、避難方策を位置づけ。 

 流域対策として、平成 49 年(2037 年)までに、区全域において、時間 10 ミリ降雨相当（区

全体で約 95.5 万㎥）の流出抑制の実現を目標としている。  

 

④世田谷区豪雨対策行動計画(平成 30 年度～平成 33 年度) 

 流域対策の強化、家づくり・まちづくり対策の促進の施策を「グリーンインフラの促進」と

して位置づけ。また、施策として「緑地等の保全と設置促進」を位置づけ。 

 流域対策については、世田谷区豪雨対策基本方針(平成 28 年)の流域対策の目標対策量 95.5

万㎡（平成 49 年）のうち、平成 33 年までに約 51.5 万㎥の流出抑制を行うことを目標とし

ている。 

 

出典：世田谷区豪雨対策基本方針(H28), p52

出典：世田谷区豪雨対策基本方針(H28), p46

出典：世田谷区豪雨対策行動計画(H30～Ｈ33), p6

出典：世田谷区豪雨対策行動計画(H30～Ｈ33), p22

出典：世田谷区豪雨対策行動計画(H30～Ｈ33), p23
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 公共・民間施設の新設・改修等の際の緑地等の保全及び設置の促進を位置づけるとともに、

みどりの関連部署と連携を図ることを明記。 

 「みどりの基本計画」や「世田谷区農地保全方針」等に基づいて、緑地や農地等の保全によ

る貯留・浸透・遊水機能の確保を促進することを位置づけ。 

 上位計画である各流域豪雨対策計画（東京都総合治水対策協議会）の策定や改定等を踏まえ

た、次期世田谷区豪雨対策行動計画（令和 4 年度～令和 7 年度)を、令和 2 年度末現在策定

中。  

 

  

出典：世田谷区豪雨対策行動計画(H30～Ｈ33), p46

出典：世田谷区豪雨対策行動計画(H30～Ｈ33), p25
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⑤世田谷区みどりの基本計画(平成 30 年) 

 農地をはじめとする自然面の保全・確保、雨水浸透施設の設置促進、透水性舗装の拡大等を

位置づけ。 

 湧水保全重点地区の検討拡大による雨水の地下浸透促進による適正な水循環の回復を図るこ

とを位置づけ。 

 災害に備えた水環境の整備の方針において、公園地下への雨水貯留施設の設置、レインガー

デンを例示。 

 

 世田谷区みどりの基本計画において湧水保全重点地区を表示。 

 雨水流出抑制施設設置助成金を交付。助成金の交付限度額は、湧水保全重点地区等において

は他地域より高く設定。 

 

出典：世田谷区みどりの基本計画（H30）, p84出典：世田谷区みどりの基本計画（H30）, p52

出典：世田谷区みどりの基本計画（H30）, p106

出典：世田谷区 雨水浸透施設設置助成金 パンフレット
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（3）東京都港区 

 

（4）大阪府大阪市 

 

雨水貯留・浸透機能を緑の基本計画で位置づけている例 参考指標の設定
東京都港区 港区緑と水の総合計画 2021年2月

地域課題
・地下にしみこむ水の量・湧水の水量は昔に比べて減少
・下水道の排水能力を超える大雨が引き起こす都市型水害対策

取組・目標（参考指標）

施策の位置づけ

港区緑と水の総合計画 概要版
港区緑と水の総合
計画, p.85

港区緑と水の
総合計画, 
p.65

（施策の実施によって向上が期待できる
主な都市の質について 表記）施策の方向性 × 機能施策の位置づけ

【基本方針①】
だれもが住みたい・働きたい・訪れ
たいと思う"みどりの基盤"を構築する

「施策の方向性」と「機能（施策の実施によって向上が期待できる主な都市の質）」をマトリックスで表記した対応表を計画に掲載。
都市型洪水対策については、施策の方向性「都市型洪水に対応した緑被地の確保」、機能「都市型洪水対策」 の双方で言及。

取組・目標（参考指標）

雨水貯留・浸透機能を緑の基本計画で位置づけている例 施策の方向性・機能での言及
大阪府大阪市 新・大阪市緑の基本計画 2013年11月

・帰宅困難者対策、大規模な災害発生後、復興までも見据えた計画的なまちづくり
・都市型洪水等の都市型災害への対応

地域課題

取組主体

新・大阪市緑の基
本計画, p.45

新・大阪市緑の基本計画, p.49
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（5）愛知県名古屋市 

 

（6）千葉県柏市  

 

取組

雨水貯留・浸透機能を緑の基本計画で位置づけている例グリーンインフラの考え方に基づく取組の推進
愛知県名古屋市 名古屋市みどりの基本計画2030 2021年3月

施策の位置づけ

• 「これからの緑のまちづくりの基本的な考え方」において、「グリーンインフラの取り組みの推進」として雨水貯留
浸透浸透機能に言及

• 施策「公園等の防災機能の充実（風水害等への対応）」として「雨水流出抑制機能の確保」を位置づけ
• 施策「名古屋市総合排水計画の事業推進」として、ため池、既存緑地、遊水機能のある都市公園、緑化地域制度に

よって創出された緑地、農地の保全を位置づけ

出典：2021年3月 名古屋市みどりの基本計画2030, p. 48-49, .120, p123

【機能評価】「雨水流出抑制・都市型水害の軽減」の機能を有する緑地について緑地評価を加点
千葉県柏市 柏市緑の基本計画 2020年3月

• 緑地評価を実施し、評価指標「雨水流出抑制・都市型水害の軽減」の機能を有する緑地について，雨水流出抑制区域
図による浸水区域を３点、それ以外の川沿いの緑地とハザードマップによる浸水区域に2点の得点を与えている

柏市緑の基本計画, p.144

柏市緑の基本計画, p.146
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（7）東京都足立区  

 

（8）大阪府泉佐野市   

 

施策

• 防災・減災に関わる緑の効果として、都市型水害の軽減を位置づけ
• 保水機能を有するまとまった農地があるエリアを「防災・減災の拠点となる水と緑」と位置づけ

第三次足立区緑の
基本計画, p.58

第三次足立区緑の基本計画 p.59

第三次足立区緑の基本計画 p.5

【位置づけ】まとまった農地のあるエリアを「防災・減災の拠点となる水と緑」として位置づけ
東京都足立区 第三次足立区緑の基本計画 2020年12月

防災・減災に関わる緑の効果

「大阪府ため池防災・減災アクションプラン」の引用

• 下流影響が大きいため池をＡ～Ｃ級評価した「大阪府ため池防災・減災アクションプラン」を引用し提示

雨水貯留機能を有する防災系統緑地として、公園、緑地、街路樹、農地、ため池を位置づけ
大阪府泉佐野市 泉佐野市みどりの基本計画 2019年3月 (1/2)

泉佐野市みどりの基本計画 p.33-34
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（9）東京都多摩市 

 

 

泉佐野市みどりの基本計画, p.89

• 山地、農地、ため池等の洪水被害低減の役割を位置づけ
• 防災系統として、農地、ため池を位置づけ、これらに豪雨時の雨水貯留機能があるとしている。貯留機能を維持して

いくために改修が必要となる老朽化したため池があるとしている
• 施策として、特定生産緑地の指定による雨水一時貯留機能の維持、ため池の改修による雨水一時貯留機能の維持への

寄与を明記

雨水貯留機能を有する防災系統緑地として、公園、緑地、街路樹、農地、ため池を位置づけ
大阪府泉佐野市 泉佐野市みどりの基本計画 2019年3月 (2/2)

施策防災系統配置方針

山地、農地、ため池等の洪水被害低減
の役割を位置づけ 泉佐野市みどりの基本計画 p.56

泉佐野市みどりの基本計画 , p.54-55

【多様な主体】雨水地下浸透の推進にむけて、市、市民、事業者それぞれの役割を記載
東京都多摩市 多摩市みどりと環境基本計画 2012年6月

多摩市みどりと環境基本計画, p.84

• 雨水地下浸透の推進として、市（担当部署ごと）、市民、事業者の取組と役割を示している
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（10）兵庫県 

   

• 「公園・緑地等における総合治水に資する流域対策」を位置づけ

【広域連携】広域緑地計画において公園緑地等における総合治水に資する流域対策を明記
兵庫県 ひょうご花緑創造プラン 2016年6月

ひょうご花緑創造プラン, p.33
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7．雨水の貯留・浸透のための緑地活用の考え方の整理 

―雨水の貯留・浸透のための緑地活用の考え方に関して考慮すべき事項として検討会で委員より

示された意見の要点を示す。ー 

（1）地域ごと、条件ごとの検討 

 緑地に期待される役割は地域毎に異なるので、地域毎に検討することが重要。他の社会イン

フラも含めた上で、緑地が役割を果たしていく役割を緑の基本計画でも示していく必要があ

る。 

 市街地内部での内水氾濫の話と、市街地と上流域にある森林や農村も関係する外水氾濫では

話が異なるので、議論を分けた方が良い。ゲリラ豪雨対策・都市水害対策なのか、大河川の

流域対策なのか、意味合いが大きく異なるのできちんと切り分けることが必要。 

 浸透能などを評価することも重要だが、自治体が緑の基本計画を検討する中で簡便に分析し

ようとすると、ハザードマップや過去の洪水実績などを踏まえながら、洪水がよく起こる河

川の上流域の緑地に重みづけする必要がある。 

 まちなかの商業が主となる地区にグリーンインフラを入れていくことがあり得る。市街地中

心部の衰退を緑の観点から再編するツールが提示できるとよい。 

（2）減災効果の定量化 

 緑地の減災効果を定量化することが重要。 

 質や機能をどう評価するか、それを計算するための現状を科学的に評価できるデータ整理も

必要。突き詰めると、定量化された機能を獲得するためには、条件を定量化する必要があり、

例えば、土地被覆や土壌の性能の定量的評価できるかが重要となる。 

 保全すべき緑地の状態や量について閾値等を設定するため、集水域ごとの緑地による雨水浸

透量の目標値を設定することが考えられる。 

 実際に GI を強力に前進させるエンジンが必要であり、そのためには効果を定量的に評価で

きる状態を作るのが必須。 

 海外の事例で何がエンジンになっていたかというと、基準によって規制することと事業とし

てお金をかけていくことであり、政策的妥当性を担保した上でこれらを進めるには客観的な

評価が必要になる。 

 水局や下水部局が行う氾濫シミュレーションの際に、川の外についてももう少し精緻なシミ

ュレーションを行い、社会の共有財産として、公園や都市農地で行う対策によってどの程度

の水を貯留できるといった技術支援ができると良い。自治体で計画を作成する場合に、あま

り細かいエンジニアリング的な評価はほぼ不可能だと思う。計算に関しては河川部局や下水

道が実施するというような枠組みを作ると前に進むのではないか。 

 下水道や河川のエンジニアリングに対応できる評価が不可欠かと思う。そのためには、これ

だけ浸透できるというだけではなく、ピークカットにどれだけ貢献できるかという評価が必

要。 

 研究では定量的な効果検証が一定程度されているが、実際に施策に展開していくのが課題で

あるということを示すことが重要。例えば、施策効果は場所ごとに環境の違いが非常に大き

いが、実際に施策展開するときにはひとつの分かりやすい方針を出す必要があり、その調整

の難しさが課題となっている。 

 シミュレーションとして出てきた結果としての内水氾濫や浸水の深さの分布データに対して、

どこにどのような対策を講じると、どの程度ピークカットに役立ち、どれ程度の効果が見込

め、政策目標たり得るのか、その効果を求めるにはインプット側としてどのように変えてい

かなければならないか、という点が重要である。 
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 施策について具体的に自治体の方にイメージ持っていただけるとよい。例えば、広かった庭

が小さくなって流出抑制機能が低下した場合に、何をすればいいかというようなイメージが

湧くようにし、それに対して緑の基本計画でどのような対応をしておくべきかという点が繋

がると、運用指針とマニュアルが使いやすくなると思う。 

 施策展開のためには、分かりやすい方針を示すことが重要となる。国交省では今後、一人当

たりの公園面積に変わるインデックスを決めていくことが必要であり、課題認識として継続

して議論していきたい。 

（3）緑地の質 

 緑地の質の改善（例:高木、下草、リター層等階層性のある植生管理）や、浸透力が高いが失

われやすい緑地の優先的の保全が考えられる。 

 緑地の質を考えて取り組む難しさも議論できると良い。例えば農地であってもビニールハウ

スがある場合、雨水浸透機能や火災への防災機能は限定的。 

（4）グリーンインフラの機能を高めること、グリーンインフラを新たに創出していく 

 グリーンインフラと名付けられたことを契機に、従来の緑地保全から、「機能を上げる」「新

しく作る」という発想の制度設計や既存の制度の使い方が必要になってきているのではない

か。例えば空き地を緑地保全地域に指定することで自然環境に戻し社会全体で保全すること、

という発想で検討することが前向きかつ今の時代に合うのではないか。空き地問題等市街地

中心部の衰退を緑の観点から再編するためのツールが提示できると良い。 

 グリーンインフラの維持管理は重要。制度を充実する際、雨水浸透機能の維持や向上の取組

（例えば、農地の耕耘等）が支援の対象になると良い。具体的な想定として自然景観保持再

生のための植栽の解釈、緑を残す土砂崩壊防止施設等は論点となりうるのではないか。 

（5）他分野にまたがる社会的課題解決をサポートする緑の立ち位置と他部局連携 

 事例では、他分野連携の母体を作ることが出発点になった点が共通項ではないかと感じる。

緑単体で議論を完結させるのではなく、都市や社会全体が求める方向性に対して、緑がどう

いうサポートができるかという観点で、他分野連携等、国内・海外事例の情報が提示される

とよい。 

 GI が横断的なポリシーとなり、省の単位が垣根を越えて取り組める関係になるのが最大の特

徴であり、資金面でも効果的である。日本では、プロジェクトの初動期における助成や、水

局との親和性が高い GI の推進に対しての助成にとどまっており、分野横断的なメニューが

横断的に掛け合わせられるとよい助成になる。  

 日本では大都市よりも地方都市の方がインフラを維持するという観点で GI の意義が出てく

るかもしれない。その中で緑地政策がサポート側として対応できるかという想定が必要。 

 緑の基本計画を基軸に置きつつ、その他の施策や計画との整合性や接続性をどうやってデザ

インしていくかが重要。 

 グリーンインフラの多機能性を利点と捉え、緑の保全をするときに防災と何かを加え、あま

りお金を掛けずに整備・管理ができる良い方法があると良い。 

（6）流域の枠組における広域、複数自治体間の連携 

 流域が 1 つの自治体に収まっているケースは稀。対策費用と得られる便益について、受益者

負担を考えるなら、当然流域レベルで考える必要がある。 

 各自治体が、管内のみどりを守ることが、周辺自治体の住民の命を守ることにつながること

を認識することが重要。 

 下流域に洪水の履歴がある河川の上流域にある自治体が、下流域の洪水リスクの軽減に取組
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むことが重要。そのために行政区域を超えた視点、都道府県の役割が重要となる。総合治水

の枠組みがある河川だと議論しやすいのではないか。流域水害対策計画の中で緑地分野の施

策がどこまで位置づけられるのかについては限界があると思う。その時に都道府県の単位で

広域緑地計画をしっかり治水の観点からも位置づけて、流域水害対策計画を補完していくよ

うな関係が作れるとよいのではないか。基礎自治体も含めた横の調整を県レベルの広域緑地

計画の中で行っていく必要がある。 

 上流の市民が中流域や下流域を守らねばという意識が高い地域もある。まだ実現性は低いも

のの、将来的には下流が上流に資金を出して上流域の緑地保全等に取り組むことも出来ない

かと期待している。 

 考えるべき単位として流域単位というのは正しいが、自治体によっては地区計画等、まちづ

くりと整合性のある単位で捉える手法もある。 

（7）市民感覚を踏まえた計画策定とコミュニケーションついて 

 現状として緑地が水害対策に貢献していると認識されていないという話があったが、市民感

覚に基づき保全する緑地を検討できるとよいのではないか。過去に水が溜まった場所に関し

ては経験的な情報は結構持っておられると思う。湧水に関しては取り組めている部分もある

が、もう一歩進めてグリーンインフラということで、広い概念に展開できるかが今回の大き

な挑戦と思う。雨水貯留浸透機能もありつつ、さらにそれを核にして地域の方のウェルネス、

ハピネスを向上させることを導くためには、運用指針とマニュアルができた後も、市民との

コミュニケーションも重視していただきたい。 

（8）ソフト面について 

 グリーンインフラ政策に対して市民から理解・共感を得るために、市民への環境教育や普及

啓発が必要。 

 ハードで完全に対策しきるだけでなく、グリーンインフラで時間を稼いでいる間に逃げると

いうことに意味があることを計画に明記することも重要。 

（9）国内自治体に GI を展開する際に参考となる国内外のＧＩ先進事例のポイント 

 緑の基本計画に GI を文言として入れ込んでいるに過ぎない自治体も多い状況であるため、

施策や事業の展開のための考え方や重要な事項を整理することが重要。 

 グリーンインフラへの取組は地域によって異なるうえ、海外事例は日本とは文脈も仕組みも

違うのでそのまま適用は難しく深掘りが必要。国内の他、海外の事例についても、どのよう

に参考としたらいいかを示すことができると自治体が GI を進めるイメージができるのでは

ないか。 

 推進のための体制組織は、どのような経緯でどの部署が連携しているかが示されていると良

い。 

 受益者と管理者が距離的に大きく離れている中で、自治体で取組を進める上では市民の理解

を得ること重要。緑が身近にあることに良いと思う人は多いが、雨水の浸透貯留、洪水緩和

に寄与しているというところまでは理解が及んでいないのが現状である。 

 GI の推進エンジンの一つは市民等の主体であり、公園の文脈を超えて中間支援団体等行政以

外も推進体制として位置づけられることが示せると良い。 
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8．緑地保全地域ケーススタディ 

―水害の防災・減災の観点からは、対象地の状況に応じた柔軟な指定・運用が可能な緑地保全地

域制度を活用しいくことが有効と考えられる。緑地保全地域は指定実績が存在しないことから、

まず地方公共団体に対して、緑地保全制度の制度導入の意向について伺うアンケートを実施し

た。アンケート結果において、本制度の導入に至らなかった理由として「緑地保全地域制度の

活用の前例がない」との回答が多数であったことから、緑地保全地域制度の活用イメージを具

体的に検討し、これを地方公共団体にも共有することを目的としたケーススタディを行った。

― 

（1）地方公共団体アンケ―ト 

 地方公共団体に対して、緑地保全制度の制度導入の意向を伺うアンケートを実施 

 実施期間：令和 2 年 9 月～11 月 

 240 市町村に調査票送付。192 市町村より回答。 

 47 都道府県に調査票送付。31 都道府県より回答。 

 

  

調査票質問事項

問１：都市緑地法第５条に定める緑地保全地域について制度導入を検討したことがありますか。
a. 検討したが導入に至らなかった
b. 知っていたが検討に至らなかった
c. 制度を知らなかった

問２：本制度の導入に至らない理由について
・複数回答可

A.税制措置が講じられておらず、指定にあたって土地所有者の理解が得づらい。
B.国の財政支援が限られている。
C.独自で条例制度を運用しており、緑地保全制度導入のメリットが少ない。
D.指定を検討したい土地の候補がない。
E.土地利用の柔軟性が失われることが懸念され、土地利用者の理解が得づらい。
F.本制度導入により地方自治体による緑地の管理負担が増えると考えるから。
G.本制度を知らなかった。
H.本制度の活用の前例がない。
I.そのほか

・自由回答
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 制度検討に至っていない市町村、都道府県が多数。 

 

   

問２：本制度の導入に至らない理由についてA～Hの選択式で回答（複数回答可）

市町村

D.指定を検討したい土地の候補がない。 71

H.本制度の活用の前例がない。 63

C.独自で条例制度を運用しており、緑地保全制度導入のメリットが少ない。 51

F.本制度導入により地方自治体による緑地の管理負担が増えると考えるから。 43

E.土地利用の柔軟性が失われることが懸念され、土地利用者の理解が得づらい。 41

G.本制度を知らなかった。 30

A.税制措置が講じられておらず、指定にあたって土地所有者の理解が得づらい。 25

I.そのほか 21

B.国の財政支援が限られている。 19

都道府県

D.指定を検討したい土地の候補がない。 17

H.本制度の活用の前例がない。 13

I.そのほか 8

F.本制度導入により地方自治体による緑地の管理負担が増えると考えるから。 4

G.本制度を知らなかった。 4

A.税制措置が講じられておらず、指定にあたって土地所有者の理解が得づらい。 3

E.土地利用の柔軟性が失われることが懸念され、土地利用者の理解が得づらい。 3

C.独自で条例制度を運用しており、緑地保全制度導入のメリットが少ない。 2

B.国の財政支援が限られている。 1

問１：都市緑地法第５条に定める緑地
保全地域について制度導入を検討した
ことがありますか。

2

6%

25

81%

4

13%

都道府県

a. 検討したが導入に至らなかった
b. 知っていたが検討に至らなかった
c. 制度を知らなかった

23

13%

126

69%

33

18%

市町村

緑地保全地域制度の導入に至らなかった理由として、「指定補検討したい土地
の候補がない」に加え、「当該制度の活用の前例がない」との回答が多数

水害の防災・減災の観点から、
緑地保全地域制度の活用イメージを具体的に検討することを目的とする

A市ケーススタディ：水害
従来の制度でカバーできていない地域における、雨水の貯留浸透機能を有する
緑地に対する緑地保全地域の指定を想定

B市ケーススタディ：土砂災害
斜面崩壊防止機能維持のための樹林の維持管理、緑地環境に配慮した斜面崩壊
防止施設の設置の方針を示す緑地保全地域の指定を想定
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（2）A 市における水害の観点からのケースタディ 

①A 市の状況 

 

 

  

条例に基づく届出制による緑地の保全を行う制度、および法に基づく特別緑
地保全地区ともに、市内の一部地域での指定となっている。

A市は近年人口が増加、郊外縁辺部に市街地が拡大し、ミニ開発も多い。

台風などにより、これまでに市内各地で浸水被害が発生。

下水道の10年確率降雨に対する整備状況は約35%。

まちづくりの中でのトータルの取組みが必要。

従来の制度でカバーできていない地域における、雨水の貯留浸透機能を
有する緑地に対する緑地保全地域の指定を想定したケーススタディ
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②対象地の様子 

 A 市の某川流域に分布する緑地を対象地とした。 

 以下の写真に示す通り、対象地には樹林地、湿地帯、ため池等によってまとまりある自然環

境が形成されている。 

 某川の下流部においてはこれまでに浸水被害が見られているが、当該保全地域は市街化が進

んだ某川下流域に残された自然環境として、雨水の貯留浸透機能を有する貴重な緑地となっ

ている。 某川における流域対策の一つとして、本緑地を雨水の貯留浸透機能を確保する観点

から保全することを想定した。 

 

  

① 調整池

② 谷戸の斜面を上部から望む

④ 谷戸 最下流の低地部

③ 低地部から谷戸を望む
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③水害の防災・減災の観点からの緑地保全計画（イメージ） 

A 市における水害の防災・減災の観点からの緑地保全計画のイメージを作成した。なお灰色の

文字は、各項目検討の際に参考とした既存の法規及び地方公共団体の条例等の名称である。 
緑地保全計画（イメージ）（1/2） 

○○緑地保全地域（以下「保全地域」という。）は、A 市の某川流域に
位置し、樹林地、湿地帯、ため池等によってまとまりある自然環境が形
成されている。 某川の下流部においてはこれまでに浸水被害が見られ
ているが、当該保全地域は市街化が進んだ某川下流域に残された自然
環境として、雨水の貯留浸透機能を有する貴重な緑地となっている。 
某川における流域対策の一つとして、本緑地を雨水の貯留浸透機能を
確保する観点から保全する。当該保全地域を自然的特徴、雨水の貯留
浸透機能確保の観点等から整理すると、①調整池ゾーン、②斜面林ゾ
ーン、③水辺ゾーン、④低湿地ソーンに分けられる。 
① 保全地域の谷戸の源流部にある調整池である。保全地域外から保全地域に流入する雨水の貯留機能を有

している。 
② 保全地域の谷戸の上流部の斜面林である。階層性のある樹林が形成されるとともに、森林土壌が形成さ

れており、雨水の浸透機能を有している。 
③ 保全地域の谷戸の上流部の斜面林と一体的な自然環境を形成しているため池である。雨水の貯留機能を

有している。 
④ 保全地域の谷戸の下流部に広がる低湿地と隣接する斜面が一体となった自然的環境を形成している。低

湿地はかつては水田とされていた区域であり、雨水の貯留機能を有している。 
一 行為の規制又は措置の基準 

１．保全の基本方針 
保全地域においては、 次に掲げる事項を基本方針として、良好な自然環境を保全するものとする。 
保全地域の状態を損なうおそれのある行為の規制その他の当該緑地保全地域の保全については、連続する
谷戸の樹林・水辺地等を一体的に保全することを前提として、次に掲げる事項を踏まえ、前述の各ゾーンの
特性に応じたものとする。 
① 「調整池ゾーン」においては、調整池の有する雨水の貯留機能に影響を与える行為の規制を図るものとする。 
② 「斜面林ゾーン」においては、谷戸の斜面樹林として構成される自然環境を一体的に保全する。そのため、

樹林による雨水浸透機能に配慮しつつ、ゾーン内の自然状態に影響を与える行為の規制を図るものとする。 
③ 「水辺ゾーン」においては、ため池を保全する。ため池の有する貯留機能に影響を与える行為の規制を

図るものとする。 
④ 「低湿地ゾーン」においては、低湿地の有する貯留機能に配慮しつつ、ゾーン内の自然状態に影響を与

える行為の規制を図るものとする。 
２．行為の規制又は措置の基準 
市長は、保全地域内において都市緑地法第八条の規定に基づき届出を要する行為をしようとする者又はし
た者に対して、当該緑地の保全のために必要があると認めるときは、その必要な限度において、別表(一)欄
の行為の区分に応じ、同表(二)欄に定める基準に従い、当該行為を禁止し、若しくは制限し、又は必要な措
置をとるべき旨を命ずることができる。 

二 緑地の保全に関連して必要とされる施設の整備に関する事項 
保全地域内においては、次に掲げるもののうち、保全地域の適正な保全のために必要な施設の整備を行うも
のとする。 
(1) 保全地域の保全、適正な利活用又は普及啓発のための道路、散策路、広場、休憩所、解説板その他の施

設又は設備 
(2) 立入防止柵、標識等の管理施設 
(3) 土砂崩壊防止施設 
(4) 公衆便所 
(5) 防火施設 
(6) 自然景観の保持・再生のための植栽 
[参考：円海山・北鎌倉近郊緑地保全計画] 

三 管理協定に基づく緑地の管理に関する事項 
土地所有者の疾病、高齢化、不在地主化等の理由により、日常の巡視や下草刈り等の管理が困難となってい
る土地の区域については、管理協定の締結を検討することとする。また、管理協定を締結する際には、次に
示す事項を協定に定めることとする。 
(1) 管理協定の目的となる土地の区域 
(2) 緑地の管理の方法に関する事項 
(3) 管理協定の有効期限 
(4) 管理協定に違反した場合の措置 
[参考：足利市緑の基本計画] 



  

91 

緑地保全計画（イメージ）（2/2） 

 

別表 

（一） （二） 

イ 
建築物その他の工
作物の新築、改築
又は増築 

1. 建築物等の新築、改築又は増築後において、建築物の建ぺい率が 1０分の 2 を超
える場合。 
[参考：神奈川県風致地区条例] 

ロ 
宅地の造成、土地
の開墾、土石の採
取、鉱物の掘採そ
の他の土地の形質
の変更 

1. 木材が保全され，又は適切な植栽が行われる土地の面積の形質の変更に係る土地
の面積に対する割合が 10 分の 5 未満の場合。ただし、当該宅地の造成等が行わ
れる土地の面積が 500 ㎡未満の場合には、当該割合に２分の１を乗じて得た割
合。 
[参考：神奈川県風致地区条例] 
 

2. 形質の変更を行う土地の区域の面積が 1ha を超えるものにあって，高さが 5 メー
トルを超えるのりを生ずる切土又は盛土を伴う場合。 
[参考：仙台市風致地区内における建築等の規制に関する条例] 
 

3. 屋外における土石、廃棄物又は再生資源のたい積面積が 500 ㎡を超える場合。 
[参考：沼津市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例] 
 

4. 高さが１ｍを超える切土又は盛土が行われ、かつ、その切土又は盛土をする土地
の面積が 1,000 ㎡以上である場合には、表土を保全するための措置を講じる。 
(ア) 表土の復元 

開発区域内の表土を造成工事中まとめて保存し、粗造成が終了する段階で、必
要な部分に復元することをいう。厚さは 3０～5０ｃｍ程度とする。 

(イ) 客土 
開発区域外の土地の表土を採取し、その表土を開発区域内の必要な部分におお
うことをいう。この場合、他地区の表土をはがすことになるので、原則とし
て、採取場所を慎重に選ばなければならない。 

[参考：都市計画法施行令、草津市開発事業の手続および基準等に関する指針（第
2 編施設および技術基準）]  

ハ 
木竹の伐採 

1. 木竹の伐採について、当該木竹の伐採が次のいずれにも該当しない場合。 
(ア) 別表（一）イ及びロに掲げる行為をするために必要な最小限度の木竹の伐

採。 
(イ) 森林の択伐。 
(ウ) 伐採後の成林が確実であると認められる森林の皆伐で、伐採区域の面積が 

1ha 以下。 
(エ) 森林である土地の区域外における木竹の伐採。 

[参考：仙台市風致地区内における建築等の規制に関する条例] 

二 
水面の埋立て又は
干拓 

1. 残存する水面の水位、水量の変更を伴う場合。 
[参考：千代田区東京都風致地区条例に基づく許可の審査基準] 

ホ 
前各号に掲げるも
ののほか、当該緑
地の保全に影響を
及ぼすおそれのあ
る行為で政令で定
めるもの 

― 
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④【参考】緑地保全地域を含む流域における雨水浸透機能の試算 

 確保した緑地保全地域が周辺地域においてどの程度の雨水浸透機能のインパクトを有すると

見なすことができるかを、簡易的に試算した。 

  

26,098 
14.3 

5,603 
40.1 

308,174 967.0 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

最終浸透能×面積 (㎥) 面積(ha)

要害川流域で天神沢流域外

天神沢流域で緑地保全地域外

緑地保全地域

最終浸透能×面積 (㎡)

某川流域における緑地保全地域のインパクト小流域アにおける緑地保全地域のインパクト

緑地保全地域の
「面積」は全体の
約1%であるのに対
して「最終浸透能
×面積」は約8%

小流域ア

某川流域

ケーススタディ対象地におけ
る被覆データ

(1は2～18に優先する)

与えた最終
浸透能
(mm/h)

根拠とした飯田委員の論文1)掲載の類型等
※はその他の論文2)を参照

1建物 0建蔽地・道路・鉄道

2山林 222落葉二次林

3畑 215農地

4低湿地・河川敷等 22氾濫平野の原っぱ、段丘崖直下の湿地※

5田 22段丘崖直下の水田※

6公共空地 7グラウンド（自然舗装）

7原野・荒地等 7裸地

8商業用地 7間地

9住宅用地 7間地

10その他宅地 7間地

11空宅地 7裸地

12工業用地 7間地

13公益施設用地 7間地

14倉庫・運輸用地 7間地

15交通施設用地 0建蔽地・道路・鉄道

16道路用地 0建蔽地・道路・鉄道

17水面 0水面と同じ※

18その他 0 -

26,098 

14.3 

5,603 

40.1 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

最終浸透能×面積 (㎥) 面積(ha)

緑地保全地域

天神沢流域で緑地保全地域外

最終浸透能×面積 (㎡)

緑地保全地域の
「面積」は全体の
約26%であるのに対
して「最終浸透能
×面積」は約82%

某川流域で、小流域ア外

小流域アのうち緑地保全地域外

緑地保全地域

小流域アのうち緑地保全地域外

緑地保全地域

雨水浸透能図

1) 飯田 晶子, 大和 広明, 林 誠二, 石川 幹子(2015)神田川上流域における都市緑地の有する雨水浸透機
能と内水氾濫抑制効果に関する研究,都市計画論文集50(3), 501-508

2) 根岸 勇太, 田原 康博, 山本 遼介, 小西 裕喜, 石川 幹子（2019）健全な水循環の形成に向けたグリーン
インフラ活用シナリオと地下水流動シミュレーション,環境情報科学論文集33, 277-282
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（3）B 市における土砂災害の観点からのケーススタディ 

①B 市の状況 

 

②対象地周辺の様子 

 谷戸地形の低地部等に民家が建てられており、それを取り巻いて、斜面と尾根部が緑地とし

て残存している状況となっている。 

 

ハード整備維持管理

樹林地では大木化によって林床に日光が届かず林床植生の悪化
が進んでおり、雨水等による土砂流出や倒木のリスクが高い。

• 市街地に点在する傾斜地が急傾斜地警戒区域、同特別警戒区域に指定。
• 斜面緑地で土砂災害や地すべりが発生。
• 隣接する住宅への倒木が発生。

・斜面崩壊防止機能維持のための樹林の維持管理
・緑地環境に配慮した斜面崩壊防止施設の設置
の方針を示す緑地保全地域の指定を想定したケーススタディ

斜面緑地の消失につながる

既成宅地における立木
伐採工事への助成
（市）：
倒れると住居に土砂災
害をおよぼす恐れがあ
る立木でがけに生えて
いるものを伐採する費
用の一部を補助

急傾斜地崩壊対
策事業（県）：
急傾斜地崩壊危
険区域を指定の
上、崩壊防止工
事を実施

がけ崩れ防止
工事への助成
（市）：
がけ崩れ防止
工事の一部を
補助

維持管理内容は一般に地権者に任されてお
り、危険な樹木の伐採には個別に助成して
いるが、面的な維持管理の方針はない

市街化区域内の
樹林地の保全制
度(市)：
林地の保全の契
約を結んだ所有
者に対して保全
支援金を支払う
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③土砂災害の防災・減災の観点からの緑地保全計画（イメージ） 

 B 市における土砂災害の防災・減災の観点からの緑地保全計画のイメージを作成した。なお

灰色の文字は、各項目検討の際に参考とした既存の法規及び地方公共団体の条例等の名称で

ある。 

 

緑地保全計画（イメージ）（1/2） 

□□緑地保全地域（以下「保全地域」という。）は、
樹林を主とした自然環境が形成されている。保全地
域は土砂災害警戒区域（急傾斜）および土砂災害特
別警戒区域に指定されており、樹林を健全な状態で
維持し、斜面崩壊抑制機能を維持すべき緑地となっ
ている。 
 
一 行為の規制又は措置の基準 

１．保全の基本方針 
保全地域においては、 次に掲げる事項を基本方針
として、斜面崩壊抑制機能の高い緑地を保全する
ものとする。 
(1) 土砂災害に配慮した適正な土地利用をすると

ともに、斜面崩壊抑制機能を発揮するよう植栽
に努める。 

(2) 未利用地の裸地部など、植生が少ないところでは、災害を未然に防止するための緑化を進める。 
(3) 斜面崩壊を誘発するような行為をしない。 
(4) 急傾斜地崩壊危険箇所等の災害危険性の高い地区については、斜面状態に注意を払う。 
[参考：金沢市斜面緑地保全基準] 
 
２．行為の規制又は措置の基準 
市長は、保全地域内において都市緑地法第八条の規定に基づき届出を要する行為をしようとする者又はし
た者に対して、当該緑地の保全のために必要があると認めるときは、その必要な限度において、別表(一)欄
の行為の区分に応じ、同表(二)欄に定める基準に従い、当該行為を禁止し、若しくは制限し、又は必要な措
置をとるべき旨を命ずることができる。 
 

二 緑地の保全に関連して必要とされる施設の整備に関する事項 
保全地域内においては、次に掲げるもののうち、保全地域の適正な保全のために必要な施設の整備を行うも
のとする。 
(1) 保全地域の保全、適正な利活用又は普及啓発のための道路、散策路、広場、休憩所、解説板その他の施

設又は設備 
(2) 立入防止柵、標識等の管理施設 
(3) 土砂崩壊防止施設 

なお、崩壊防止対策工事を実施する際は、できるだけ植生が発達する緑化基盤を整備する。また、法面
工において緑化を行う場合は、木本類の導入に努める。 
[参考：金沢市斜面緑地保全基準] 

(4) 公衆便所 
(5) 防火施設 
(6) 自然景観の保持・再生のための植栽 

[参考：円海山・北鎌倉近郊緑地保全計画] 
 

三 管理協定に基づく緑地の管理に関する事項 
土地所有者の疾病、高齢化、不在地主化等の理由により、日常の巡視や下草刈り等の管理が困難となってい
る土地の区域については、管理協定の締結を検討することとする。また、管理協定を締結する際には、次に
示す事項を協定に定めることとする。 
(1) 管理協定の目的となる土地の区域 
(2) 緑地の管理の方法に関する事項 
(3) 管理協定の有効期限 
(4) 管理協定に違反した場合の措置 
[参考：足利市緑の基本計画] 

土砂災害警戒区域（急傾斜）

急傾斜地崩壊危険区域

市街化区域内の樹林地の保全制度

緑地保全地域 指定範囲イメージ

土砂災害特別警戒区域
（急傾斜）
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緑地保全計画（イメージ）（2/2） 

 

別表 

  

（一） （二） 

イ 
建築物その他の工
作物の新築、改築
又は増築 

1. 建築物等の新築、改築又は増築後において、建築物の建ぺい率が 1０分の 2 を超
える場合。 
[参考：神奈川県風致地区条例] 

ロ 
宅地の造成、土地
の開墾、土石の採
取、鉱物の掘採そ
の他の土地の形質
の変更 

1. 木材が保全され，又は適切な植栽が行われる土地の面積の形質の変更に係る土地
の面積に対する割合が 10 分の 5 未満の場合。  
[参考：金沢市斜面緑地保全基準] 
 

2. 形質の変更を行う土地の区域の面積が 1ha を超えるものにあって，高さが 5m を
超えるのりを生ずる切土又は盛土を伴う場合。 
[参考：仙台市風致地区内における建築等の規制に関する条例] 
 

3. 屋外における土石、廃棄物又は再生資源のたい積面積が 500 ㎡を超える場合。 
[参考：沼津市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例] 
 

4. 高さが１ｍを超える切土又は盛土が行われ、かつ、その切土又は盛土をする土地
の面積が 1,000 ㎡以上である場合には、表土を保全するための措置を講じる。 
(ア) 表土の復元 

開発区域内の表土を造成工事中まとめて保存し、粗造成が終了する段階で、必
要な部分に復元することをいう。厚さは 3０～5０ｃｍ程度とする。 

(イ) 客土 
開発区域外の土地の表土を採取し、その表土を開発区域内の必要な部分におお
うことをいう。この場合、他地区の表土をはがすことになるので、原則とし
て、採取場所を慎重に選ばなければならない。 

[参考：都市計画法施行令、草津市開発事業の手続および基準等に関する指針（第
2 編施設および技術基準）]  
 

5. 斜面の造成は原則として行わない。 
[参考：金沢市斜面緑地保全基準] 

ハ 
木竹の伐採 

1. 法肩においては、斜面崩壊を誘発すると考えられる樹木は伐採するが、抜根せず
に適切な処理を実施する。 
 

2. 斜面においては、積極的な植栽を行い、保水機能の向上を図る。 
[参考：金沢市斜面緑地保全基準] 

二 
水面の埋立て又は
干拓 

― 

ホ 
前各号に掲げるも
ののほか、当該緑
地の保全に影響を
及ぼすおそれのあ
る行為で政令で定
めるもの 

1. 斜面への排水はできるだけ行わない。 
 

2. 法尻においては、地面に水が滞留しないように適切な処理をする。 
[参考：金沢市斜面緑地保全基準] 
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9．緑地の有する雨水の貯留・浸透機能に着目した海外の計画・プロジェクト 

―緑地の有する雨水の貯留・浸透機能に着目した海外の計画・プロジェクトの事例を収集した。

各事例について、検討会にて委員より出された補足事項をあわせて記載している。― 

 

（1）ポートランド（アメリカ） 

 

都市名（国名） スライドNo. 計画名またはプロジェクト名 概要

ポートランド
（アメリカ）

2 テイバー・トゥー・ザ・リバー プログラム (2006年)
下水管の使用と植栽帯等への雨水浸透を組み合わせた雨水処理
計画

3 グリーンストリート
道路沿いの緑地の縁石を一部空けて、植栽帯等に雨水を流し込
む仕組み

4 タナ―スプリングパーク (2005年) 周辺の歩道からの雨水流出を捕捉する公園

5
ポートランド州立大学 Urban Center Plaza 
Stormwater Retrofit (2010年)

敷地および隣接する歩道に降った雨水を集水し植栽帯に導水す
る大学キャンパス

フィラデルフィア
（アメリカ）

6-7 Green City, Clean Waters (2009年)
流域における雨水の流出抑制を目的としたグリーンインフラの
導入方針を定めた計画

ニューヨーク
（アメリカ）

8-9 NYC Green Infrastructure Plan(2010年)
街路樹、緑溝、屋上緑化などの整備により、市内の不浸透面を
浸透面に変化させていく計画

ヒューストン
（アメリカ）

10 Ｅｘｐｌｏｒａｔｉｏｎ Ｇｒｅｅｎ(2018年)
ゴルフ場のブラウンフィールドを貯水池へと変化させ周辺の住
宅の浸水被害を低減する公園

（オランダ） 11 ルーム・フォー・ザ・リバー(2007年)
洪水被害への適応策としての、河川空間の拡張、自然の氾濫原
の再生、干拓の解除等の計画

コペンハーゲン
（デンマーク）

12 クラウドバーストプラン(2012年)
従来型の地下排水管による雨水処理と、植栽帯等での雨水貯
留・浸透による地表面での雨水処理を全市において組合わせる
計画

ロンドン
（イギリス）

13 メイズブルック公園 (2011年) 旧河道を復元して蛇行した水路と氾濫原を再生した公園

ハルピン
（中国）

14 Qunli Stormwater Wetland Park （2010年） 周辺市街地からの雨水排水を集水し、浸水被害を軽減する公園

シンガポール 15 ビシャンパーク (2012年)
コンクリート３面張り河川の護岸形態を変え氾濫原とし、周辺
のオープンスペースと一体的な空間として整備した公園

バンコク
（タイ）

16 チュラロンコン100年記念公園（2017年）
平坦な地形に人工的な傾斜を設け貯水池を創出した上、敷地内
だけでなく周囲のビルからの排水を集水する公園

事例一覧

大学

公園

計画

計画

公園

公園

公園

公園

計画

計画

計画

計画

公園

ポートランド（アメリカ） テイバー・トゥー・ザ・リバー プログラム (2006年)

• 2000年に下水管のみに依存した雨水処理計画を策定していたが、2006年に下水管の使用と植栽帯等への雨水浸透を
組み合わせた雨水処理計画に改定。

• これにより、当初計画の事業費1億4400万ドルを8600万ドルへと削減。

City of Portland, Bureau of Environmental Services (2015) Green Infrastructure In the City of Portland, Oregon, Brian Wethington - ASLA, CLARB, LEED AP Sustainable Stormwater Division
(2010-2014)

▐ 事業費の削減
▐ 下水管の使用と植栽帯等への雨水浸透を組み合わせた雨水処理計画

2

グレーイン

フラのみ

の計画

（下水管）

GIを活用し

た計画

（下水管＋

植栽帯等）
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ポートランド（アメリカ） グリーンストリート

• 道路沿いの緑地の縁石を一部空けて、植栽帯等に雨水を流し込む仕組み。
• 道路に降った雨水を通常の下水管に流入させる前に、植栽帯等にて雨水の浸透・貯留・ろ過を行う。

福岡孝則，加藤禎久（2015），ポートランド市のグリーンインフラ適用策事例から学ぶ日
本での適用策整備に向けた課題，ランドスケープ研究78(5)，pp.777-782

City of Portland, Bureau of Environmental
Services (2015) Green Infrastructure In
the City of Portland, Oregon, Brian
Wethington - ASLA, CLARB, LEED AP
Sustainable Stormwater Division (2010-
2014)

▐ グリーンストリートに流れ込む雨水

▐ グリーンインフラ適応策の位置づけ

▐ 街区におけるグリーンストリート等の挿入

▐ グリーンストリート実績

3

箇
所
数

ポートランド（アメリカ） タナ―スプリングパーク (2005年)

• 公園内だけでなく、周辺の歩道からの雨水流出を捕捉。
• 流入した雨水は池と湿地の浄化作用等によって浄化（3800㎥/年）。
• 濾過された水は附近の川へポンプで排出。

https ://greenworkspc.com/ourwork/tanner-springs-park
https ://www.urbangreenbluegrids.com/projects/tanner-springs-park-
portland-oregon-us/

▐ 周辺の歩道からの雨水流出の捕捉ダイアグラム

4
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●補足事項（第 4 回検討会委員発言より） 

 ポートランドは GI を推進するためのマスタープランが存在しないところが特徴的である。

この 30 年くらいで雨庭等 GI の機能を有する施設を整備してきたが、効果的に GI を整備す

るため今一度検証を行い、戦略プランを立てて見直そうとしている。また、ポートランドで

は、個別の雨庭やグリーンストリート、屋上緑化等、個別の技術のガイドラインの開発等を

進めているための体制が整っているところが特徴的と言える。 

 テイバー・トゥー・ザ・リバーは、下水管の老朽化度と GI の掛け合わせの効果検証を行うと

いう設定の下にある仮設街区を設定しているが、こういった街区単位の検証はわが国にとっ

ても興味深い。 

 

 

  

ポートランド（アメリカ） ポートランド州立大学 Urban Center Plaza Stormwater Retrofit (2010年)

• キャンパスの敷地および隣接する歩道に降った雨水を集水し、植栽帯に導水。

https://www.urbanraindesign.com/psu-urban-center-plaza 5
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（2）フィラデルフィア（アメリカ） 

 

  

• 流域における雨水の流出抑制を目的としたグリーンインフラの導入方針を定めた計画。
• 浸透・蒸発・蒸散・分散貯留・再利用によって雨水の流出抑制をコントロールするグリーンインフラ(green

stormwater infrastructure）の活用によって改造された不浸透面を、グリーンエーカー（Greened Acre）の考え方
（不浸透面の面積と単位面積当たりの流出抑制量を掛け合わせたも） でカウント。2011年から2036年の25年間にグ
リーエーカーを不浸透面の34％に相当する9,564エーカー（約3,870ha相当）に増加させる目標。

• 2019年9月30日時点で、およそ1,500エーカーの実績。

▐ フィラデルフィアにおけるグリーンエーカー
（Greened Acre）の考え方

▐ グリーンエーカーの目標値

▐ グリーンインフラ(green stormwater infrastructure）の例

7

• グリーンエーカーを増加させるためのグリーンプログラムを提示。

Green City, Clean Waters -The City of Philadelphia’s Program for Combined Sewer Overflow Control, A Long Term Control Plan Update Summary Report (2009)
米国都市における雨水流出管理政策としてのグリーンインフラ計画に関する研究-ペンシルベニア州フィラデルフィア市の雨水規制長期計画を題材に-（遠藤，2011）

▐ 緑の街路
雨水を浸透させる道路。街路樹とそ
れを植えるピット、歩道トレンチと
花壇、多孔性の舗装等。

▐ 緑の学校
学校の建物や校庭、屋外空間。レイン
ガーデン、屋上緑化、樹木、雨樽、た
め池、透水性舗装、準表層浸透等。

▐ 緑の公共施設
公共施設の緑化改修。屋上緑化等。

▐ 緑の駐車場
特に商業・業務エリアでの駐車場緑化。
窪地状の植栽帯、植樹、緑化屋根、透
水性舗装等。

▐ 緑の住宅
家の所有者単位で実現できる。浸透エ
リアでの雨樋から排水溝までの分断
（雨水の直接流出を防ぐ）、雨庭等に
雨水が流れるよう傾斜整備、雨樽設置
など。

▐ 緑の空地
公共の公園緑地等。地表面に占める透
水面の部分が大きい。周囲の街路から
の雨水の集約も想定する。

▐ 緑の産業・ビジネス・商業・施設
工場や住宅地、商業施設、その他施
設の更新がおよそ20年スパンで行わ
れており、これらにグリーンインフ
ラ機能を設ける。

▐ 緑の路地・道路・歩道
路地は現在は非浸透舗装であり雨水管
からの雨水がオーバーフローする場所
になっているが、浸透能を確保するこ
とによって建物の屋根から流出する雨
水を集める場所としては最適となる。

フィラデルフィア（アメリカ） Green City, Clean Waters (2009年) (2/2)
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●補足事項（第 4 回検討会委員発言より） 

 フィラデルフィアはポートランドと対照的で、複数の上位計画をしっかり策定している事例

である。水局が出している計画では、下水道の政策において合流式から発生する CSO（合流

式下水道越流水）対策を柱としている。このほか、市長が主導となり EPA（米国環境保護庁）

とパートナーシップを結んで、グリーンインフラに関する 2，3 の計画を作っている。ただ

し、市長が変わって、今はグレーインフラ寄りになっているのが懸念される。フィラデルフ

ィアとポートランドだけでも違いがあるので、細かく見ていくことも考えられる。 

 元は流域単位で計画していたが、2017 年から地区計画単位で GI を実装するように切り替え

ている。都市計画の枠組みの中で GI を実装することで、流域では細かく見ることができな

かった効果等を地区計画というまちづくりや都市計画の単位と整合させて導入するという方

向に切り替えたところがニューヨークの事例と異なるところである。 

 

 

（3）ニューヨーク（アメリカ） 

 

• 街路樹、緑溝、屋上緑化などの整備により、2030年までに市内の不浸透面の10%を浸透面にする目標。
• 貯水池、地下河川等のグレーインフラのみの整備に比べ、合流式下水道越流水対策として20年間で15億ドルの費用削
減見込み。

ニューヨーク（アメリカ） NYC Green Infrastructure Plan(2010年) (1/2)

3%：街路樹、緑溝、歩道
3%：屋上緑化、地下貯留
3%：学校、住宅地、その他の開発
1%：オープンスペースや水辺の植栽地

NYC Green Infrastructure Plan, p.9

▐ 合流式下水道悦流水対策シナリオのコスト（20年後）

コ
ス
ト

（
単
位
：
10
億
ド
ル
）

グレーインフラのみの計画

（貯水池、地下河川等） ：

68億ドル
NYC Green Infrastructure Plan, p.5

10%

20年間で15億ドルの
費用削減見込み

GIを活用した計画

（不浸透面の10%を浸

透面に変化） ：

53億ドル

▐ 浸透面10%目標の内訳

https://gowanuscanalconservancy.org/6th-street-green-corridor/

▐ 特徴的なグリーンインフラの事例
6th Street Green Corridor
複数の緑溝を連携し、道路の表面流出を連続的に受け止める

滝澤 恭平, 渡辺 剛弘, ニューヨーク市ゴワナス運河流域における地域主体によるグリーンインフラ適
用, ランドスケープ研究, 2020, 83 巻, 5 号, p. 661-666

8
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●補足事項（第 4 回検討会委員発言より） 

 ニューヨークの NYC Green Infrastructure Plan の特徴は、グレーインフラのみで対策する

よりもグリーンインフラを織り交ぜたほうがコスト削減になると数値的に見える化している

ことであり、行政内部や市民も納得できる資料が示されているというのが強みである。 

 CSO 対策は前ブルームバーグ市長の時に取り組んだものである。公共水域に流れ込む CSO

を減らすことで水質を高めることを明確なゴールとして建てられた計画であり、計画の最後

のページにニューヨーク市の水辺で泳いでいる写真が掲載されているのが象徴的である。ま

た市のみでなく、州とも連携して取り組んでいる。この計画は小流域ごとに計画が立てられ

ており、GI ごとにどういう取組ができるのかが非常に細かく検討されている。さらに、公園

に、周辺の市街地の表面雨水を受け止めて浸透させる役割を求めているというところも特徴

的である。 

 

 ニューヨークの取組は体系的に地域が関わる仕組みを作っており、住民が積極的に関わって

いるというのが特徴的であり、詳細は「ニューヨーク市ゴワナス運河流域における地域主体

によるグリーンインフラ適用（滝澤恭平・渡辺剛弘、ランドスケープ研究、2020、83 巻 5

号,p.661-666）」にも記載されている。これは日本も見習うべきところである。コアとなる

のがコンサーバンシーという、日本でいう NGO や NPO の存在であり、自然保護の団体が地

域ごとに組織されている。ここが、中間支援団体として市民と行政をつないでいる。 

 

 

  

• 2010年から2019年までに1,230グリーンエーカー（約498haに相当）の実績。

ニューヨーク（アメリカ） NYC Green Infrastructure Plan(2010年) (2/2)

▐ 2010年から2019年までの実績▐ 実装されたグリーンインフラの分布

▐ グリーンエーカー(Greened Acre)の考え方

NYC EnvironmentalProtection, NYC GREEN INFRASTRUCTURE 2019 Annual Report

9
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（4）ヒューストン（アメリカ） 

 

●補足事項（第 4 回検討会委員発言より） 

 ヒューストンの Exploration Green 計画は、CSO 対策ではなく浸水対策が主である。興味深

い計画としてはハリケーン・カトリーナからの復興計画の中で GI を位置づけた計画がある

（ハリケーン・カトリーナの後に策定された水のマスタープラン 

https://wbae.com/projects/greater_new_orleans_urban_water_plan） 

 

  

  

• ゴルフ場のブラウンフィールドを貯水池公園へと変化させた。
• 周辺の住宅の浸水被害の低減に寄与。

ヒューストン（アメリカ） Ｅｘｐｌｏｒａｔｉｏｎ Ｇｒｅｅｎ(2018年)

▐ 従来のゴルフ場

10

 プロジェクト全体で、５つの貯水池（合わせて5億ガロン(約189万㎥)の雨水を貯留）。2018年に
第１貯水池公園、2020年に第２貯水池公園が完成。

 12インチ～15インチ(約305mm～381mm)の降雨時に周辺の2000～3000戸の住宅を洪水被害から保護
できる想定。

https://www.explorationgreen.org/
http://www.clcwa.org/exploration-green-detention-facility/

▐ 第２貯水池公園造成の様子

▐ ５つの貯水池公園のマスタープラン ▐ 第２貯水池公園

https://wbae.com/projects/greater_new_orleans_urban_water_plan
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（5）オランダ 

 

（6）コペンハーゲン（デンマーク） 

 

11

• 気候変動による雨量増加と海面上昇等による洪水被害への適応策として、大規模な河川空間の拡張や自然の氾濫原の
再生等のプロジェクトを実施。

• ノールトワールト地区では、農地として使用されている干拓地の干拓を解除して高水時には河川の一部とする干拓解
除計画を策定。農家は高水敷の管理として営農を続ける。

• ルーム・フォー・ザ・リバーの後続のプログラムとして、最大2100年までを視野にいれた長期的なデルタ・プログラ
ムが開始されている。

オランダ ルーム・フォー・ザ・リバー(2007年)

▐ ノールトワールト地区 干拓解除計画
1980年代に干拓地として農家が誘致されたが、ルーム・フォー・ザ・リバーによって、高水時には河川
の一部となるようにされた。

▐ ルーム・フォー・ザ・リバーの全体像

武田史郎(2020)オランダに学ぶ洪水管理と都市デザイン, BIO CITY 83, p40-49

https://www.dutchwatersector.com/news/room-for-the-river-programme

https://www.drrteam-dsswater.nl/wp-content/uploads/2018/12/20181211-
Kerala-IWRM-Main-Report-.pdf

12

• 市内の洪水リスクに対して、従来型の地下排水管による雨水処理と、植栽帯等での雨水貯留・浸透による地表面での
雨水処理を組合わせたブルー・グリーンインフラを300のプロジェクトによって全市的に推進する計画。

• ブルー・グリーンインフラとして、クラウドバーストロード、リテンションロード、グリーンロード、リテンション
スペースの４種が想定されている。

コペンハーゲン（デンマーク） クラウドバーストプラン(2012年）

konkretisering af skybrudsplan ladegårdså, Frederiksberg øst og vesterbro

▐ 洪水リスク評価 ▐ マスタープラン
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●補足事項（第 4 回検討会委員発言より） 

 コペンハーゲンはヨーロッパの旧市街地のため、治水対策できる土地が取れない。このため、

道路と駐車場のリノベーションで GI を実装していく事例である。公社が中心となって、下

水道と上部構造を両方一体的に改修できるように法改正されて進み出したが、地下には埋設

されたインフラがある等の様々な課題もあり、当初想定よりも時間がかかっている。 

：クラウドバーストに関する参考論文 中島直弥・星野裕司(2017):気候変動適応に向けたインフラ計画の

展開プロセスと実行支援に関する研究, デンマーク王国コペンハーゲン市のクラウドバーストプランを事例として, 

都市計画論文集,52(3),1185-1190 

（7）ロンドン（イギリス） 

 

●補足事項（第 4 回検討会委員発言より） 

 ロンドンのメイズブルック公園の事例は、公園と住宅地の境界を流れていた川を公園内に引

き込んだものである。欧米ではこのような事例が多いが、河川区域と公園区域の境界が明確

である日本でも進められると良い。イギリスは氾濫するといっても日本のように激甚なもの

ではなく、緩やかに増水し、緩やかに水が引くため、こういう対策がやりやすい。また、イ

ギリスは河床と公園の地盤面の高低差がほとんどないこともこうした対策のやりやすさにも

つながっている。日本は河川が掘り込んでいるためこのような取組は難しいかもしれない。

当該地は現在草が繁茂し、とても自然的な風景になっており、ここで自然観察会を行う等地

域や学校の利用とセットで進めている。大ロンドン全体の GI ストラクチャーマスタープラ

ンにも位置づけられている事例である。 

 本検討会の初回に、ロンドンのグリーンインフラストラクチャーフォーカス MAP を紹介し

た。ロンドンでは、先ほど説明した GI プランとは別に、GI のニーズ評価と現状のサービス

提供のギャップを可視化して公開しており、このギャップを埋めるために整備を進めていく

というものである。  

13

• コンクリート護岸で直線的なメイズブルック川の一部区間を付け替え、旧河道を復元して蛇行した水路と氾濫原を再
生。氾濫原には洪水時には溢水が流入し、下流のテムズ川への流出を遅らせる。

ロンドン（イギリス） メイズブルック公園 (2011年再整備)

London Borough of Barking and Dagenham (2012) Welcome to MayesbrookPark Britqain’s first climate change park
Natural England (2013) Maysbrook Park Green Infrastructure Case Study, http://publications.naturalengland.org.uk/file/12352252

 ロンドン、バーキング・ダゲナム
区に位置する公園。1930年代に整
備

 公園面積45ha
 公園の敷地際を流れていたメイズ

ブルック川を公園敷地のより内側
に付け替え、 500mの新たな水路
として、旧河道を復元

 再生された氾濫原1.5ha
 15,800㎥の貯留量を新たに確保
 気候変動対策に本格的に取り組ん

だイギリス初の公園とされている

▐ 再生された氾濫原

▐ 再生された蛇行する河川 ▐ 公園区域における河川の位置
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（8）ハルピン（中国） 

 

（9）シンガポール 

 

14

• 四方を囲む周辺市街地からの雨水排水を集水
• 周辺市街地からの雨水排水が流入しこれを浄化するバッファゾーンが、公園中心部の湿地帯を取り囲む
• 2012-2013年において、周囲3㎢の浸水の問題を解決したとされる

ハルピン市（中国） Qunli Stormwater Wetland Park （2010年）

 公園面積34ha
 50万㎥の貯水量

https://www.chinese-architects.com/en/turenscape-haidian-district-beijing/project/the-transformed-stormwater-park-qunli-national-urban-wetland

15

• コンクリート３面張り河川の護岸形態を変え氾濫原とし、公園と一体的な空間として整備。
• 増水時には当公園の氾濫原にて水を溢れさせ、下流への負荷を軽減。

シンガポール ビシャンパーク (2012年)

https ://www.pub.gov.sg/abcwaters/explore/bishanangmokioparkhttps ://www.pub.gov.sg/abcwaters/Documents/BishanPark.pdf

https ://www.pub.gov.sg/abcwaters/Documents/BishanPark.pdf

 カラン川の上流部に位置する
 公園面積62ha
 公園内に3kmの河川

▐ 平面図

▐ かつてのコンクリート３面張りの河川の様子
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●補足事項（第 4 回検討会委員発言より） 

 シンガポールは国全体での ABC 水のガイドラインを策定しており、GI の役割を国民に分か

りやすく伝えるためのものとなっている。このガイドラインに基づき 100 以上のパイロット

プロジェクトが進められている。このうちの最も大きいパイロットプロジェクトの一つがビ

シャンパークで、隣接する既存の都市公園と三面張りの河川を一体的に再整備し、氾濫原を

内包する都市公園になっており、氾濫時の水位等について様々な検証が行われている。シン

ガポールは完全にトップダウン体制で、これらの取組が進んでいる。 

 

（10）バンコク（タイ） 

 

●補足事項（第 4 回検討会委員発言より） 

 バンコクのチュラロンコンは、大学保有の都市公園であるため、日本ではない特殊な事例で

あるが、非常に降水量が高いモンスーン地域特有の課題は非常に興味深い。ウェブ等でも整

備の考え方等紹介されている。モンスーン地域でのモデル事例としてみても興味深い。 
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• 緑地は雨水が浸透するレインガーデンとして整備。平坦な地形に人工的な傾斜を設け貯水池を創出。敷地内だけでな
く、周囲のビルからの排水が集まってくる仕組み。

• 全ての水は再利用される。

バンコク（タイ） チュラロンコン100年記念公園（2017年）

http://www.cu100.chula.ac.th/cu-centenary-park/

https://www.chula.ac.th/en/cu-services/creative-space/cu-centenary-park/https://worldlandscapearchitect.com/chulalongkorn-centenary-park-green-
infrastructure-for-the-city-of-bangkok/

https://worldlandscapearchitect.com/chulalongkorn-centenary-park-green-
infrastructure-for-the-city-of-bangkok/

 バンコク中心部のチュラロンコン大学が所有する敷地内
に整備

 公園面積約4.5ha
 公園全体で最大3800㎥の貯水量

▐ 人工的傾斜地と貯水池のダイアグラム
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第 3 章 流域治水関連法改正及び今後の緑地施策の方向性 
第 3 章は、令和 3 年に閣議決定された、特定都市河川浸水被害対策法等一部を改正する法律（流域治

水関連法案）の概要を示すとともに、当該法改正を踏まえた都市緑地法運用指針の改正方針を示してい

る。 

1．流域治水関連法案 改正概要 

 

● 特定都市河川浸水被害対策法等の一部を改正する法律案

○近年、令和元年東日本台風や令和２年７月豪雨等、全国各地で水災害が激甚化・頻発化

○気候変動の影響により、21世紀末には、全国平均で降雨量１．１倍、洪水発生頻度２倍になるとの試算

背景・必要性

＜予算関連法律案＞

降雨量の増大等に対応し、ハード整備の加速化・充実や治水計画の見直しに加え、上流・下流や
本川・支川の流域全体を俯瞰し、国、流域自治体、企業・住民等、あらゆる関係者が協働して取り組む
「流域治水」の実効性を高める法的枠組み「流域治水関連法案」を整備する必要

【目標・効果】 気候変動による降雨量の増加に対応した流域治水の実現

(KPI) 〇浸水想定区域を設定する河川数：2,092河川（2020年度）⇒約17,000河川（2025年度）

３．被害対象を減少させるための対策 【特定都市河川法、都市計画法、防災集団移転特別措置法、建築基準法】

１．流域治水の計画・体制の強化 【特定都市河川法】

２．氾濫をできるだけ防ぐための対策 【河川法、下水道法、特定都市河川法、都市計画法、都市緑地法】

◆ 流域水害対策計画を活用する河川の拡大

－ 市街化の進展により河川整備で被害防止が困難な河川に加え、

自然的条件により困難な河川を対象に追加（全国の河川に拡大）

◆ 流域水害対策に係る協議会の創設と計画の充実

－ 国、都道府県、市町村等の関係者が一堂に会し、官民による

雨水貯留浸透対策の強化、浸水エリアの土地利用等を協議

－ 協議結果を流域水害対策計画に位置付け、確実に実施

◆ 河川・下水道における対策の強化

４．被害の軽減、早期復旧・復興のための対策 【水防法、土砂災害防止法、河川法】

流域治水のイメージ

（20世紀末比）

治水ダムの建設・再生

利水ダム活用

雨水貯留浸透施設
避難拠点の整備

ハザードマップ作成

浸水被害防止区域

貯留機能保全区域

防災集団移転事業

堤防強化

◎堤防整備等のハード対策を更に推進（予算）

地区計画

下水道整備

砂防施設の整備

法案の概要

－利水ダムの事前放流の拡大を図る協議会（河川管理者、電力会社等の利水者等が参画）の創設（※予算・税制）

－下水道で浸水被害を防ぐべき目標降雨を計画に位置付け、整備を加速

－ 下水道の樋門等の操作ルールの策定を義務付け、河川等から市街地への逆流等を確実に防止

◆ 流域における雨水貯留対策の強化

－ 貯留機能保全区域を創設し、沿川の保水・遊水機能を有する土地を確保

－ 都市部の緑地を保全し、貯留浸透機能を有するグリーンインフラとして活用

－ 認定制度、補助、税制特例により、自治体・民間の雨水貯留浸透施設の整備を支援

◆ 水防災に対応したまちづくりとの連携、住まい方の工夫

－ 浸水被害防止区域を創設し、住宅や要配慮者施設等の安全性を事前確認（許可制）

－ 防災集団移転促進事業のエリア要件の拡充等により、危険エリアからの移転を促進

－ 災害時の避難先となる拠点の整備や地区単位の浸水対策により、市街地の安全性を強化

（※予算関連）

（※予算関連）

－ 洪水等に対応したハザードマップの作成を中小河川等まで拡大し、リスク情報空白域を解消

－ 要配慮者利用施設に係る避難計画・訓練に対する市町村の助言・勧告によって、避難の実効性確保

－国土交通大臣による権限代行の対象を拡大し、災害で堆積した土砂の撤去、準用河川を追加

（※予算関連・税制）

森林・治山施設の整備
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街区における治水対策における緑地保全 イメージ

グリーンストリートの整備

広場の地下に埋設されている雨水貯留施設

屋上緑化

樹林地の保全

平常時

都市農地の保全レインガーデンの設置

○水災害の激甚化・頻発化が懸念される中、あらゆる関係者が協働して、従来の治水対策に加えて、様々な対策に取り組む「流域治水」が重
要となっている。

○街区における治水対策は、道路、公園、学校といった公共施設や各敷地における浸透施設・貯留施設とあわせ、もともと雨水浸透貯留機能
をもつ緑地の保全と、その貯留浸透機能の強化が必要。

氾濫をできるだけ防ぐための対策として、都市部の緑地を保全し、雨水浸透貯留浸透機能を有するグリーンインフラとして活用

①緑地の有する雨水貯留浸透機能を特別緑地保全地区の指定理由として明確化

②流域水害対策計画における記載事項に「市町村による浸水被害の防止を目的とした緑地に関する施策」を追加。

特定都市河川浸水被害対策法等一部を改正する法律案 うち緑地関係改正

特定都市河川浸水被害対策法等一部を改正する法律案 うち緑地関係改正

雨水貯留・浸透機能を有する
都市公園の整備

①緑地の有する雨水貯留浸透機能を特別緑地保全地区の指定理由として明確化（都市緑地法）

１号：無秩序な市街化の防止、公害又は災害の防止等のため必要な遮断地帯、緩衝地帯又は避難地帯として適切な位置、規模
及び形態を有するもの

２号：神社、寺院等の建造物、遺跡等と一体となって、又は伝承若しくは風俗習慣と結びついて当該地域において伝統的又は
文化的意義を有するもの

３号：次のいずれかに該当し、かつ、当該地域の住民の健全な生活環境を確保するため必要なもの

・風致又は景観が優れているもの

・動植物の生息地又は生育地として適正に保全する必要があること

【遮断地帯】

既成市街地若しくは市街化区域の周辺又
は連担のおそれが強い二つの市街地の中
間部に存在するようなもので、原則とし
て徒歩による日常生活圏を分離するに足
りる程度の規模及び形態を有するもの

特別緑地保全地区の指定要件（都市緑地法第12条）

１号に規定する遮断地帯、緩衝地帯、避難地帯の対象となる緑地（都市緑地法運用指針５（２）① ）

【緩衝地帯】

一定の間隔をもって配置することが望ま
しい異種の土地利用又は施設の中間的な
位置に存在するようなもので、騒音、振
動、大気汚染等の公害等の種類及び程度
に応じて緩衝地帯としての機能を果たす
適切な規模及び形態を有するもの

【避難地帯】

住民が火急の場合に容易に到達し得る位
置に存在するものであり、避難対象区域
の人口等に応じて、避難者の収容、救助
等の活動が安全かつ円滑に行われ得るよ
うな規模及び形態を有するもの

無秩序な市街地化の防止、公害又は災害の防止等のため必要な遮断地帯、緩衝地帯又は避難地帯若しくは雨水貯留浸透地帯
（雨水を一時的に貯留し又は地下に浸透させることにより浸水による被害を防止する機能を有する土地の区域をいう。）と
して適切な位置、規模及び形態を有するもの

改正案

緑地が有する雨水の貯留浸透機能をグリーンインフラとして活用

【雨水貯留浸透地帯】

雨水を一時的に貯留、又は地下に浸透させることにより、

浸水による被害を防止する機能を有する緑地のことを指す

雨水貯留浸透に資する緑地のイメージ
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②流域水害対策計画の記載事項に緑地施策を追加（特定都市河川浸水被害対策法）

一般的に緑地そのものも一定の雨水貯留浸透機能を有するが、これらの雨水貯留浸透施設の整備や、緑地の雨水貯留浸透機能を
確保・向上させる施策を個別にあるいは組み合わせて行うことにより、さらなる貯留浸透効果が期待できる。

区立上用賀公園（世田谷区）

【レインガーデンのイメージ】

• 草地の樹林地化のための植栽
• 掘削による湿地の形成 等

タナースプリングスパーク（ポートランド）

ポートランド市では、市街化の進行による不浸透面
の増加等により、下水道インフラへの負荷増加が課題。
2006年に下水管の使用と植栽帯等への雨水浸透を組み
合わせた雨水処理計画に改定する等、都市レベルの水管
理ビジョンを示し、グリーンインフラの活用を推進。

タナースプリングスパークでは、緑地部分を周辺敷地よ
りも約1.8m下げて整備することで、周辺の歩道からの
雨水を捕捉し、雨水貯留機能を持たせている。

• 砕石やフィルター等の設置により、降雨時に雨水を一時的に貯
留し、時間をかけて地下へ浸透させる機能を有する浸透機能を
有する地盤の整備

• 浸透機能を有する地盤に加え、地表面に植栽を施したいわゆる
「レインガーデン」の整備

• 周辺から雨水を流入させる水路の整備 等

緑地における雨水貯留浸透施設の整備の例 緑地の雨水貯留浸透機能を
確保・向上させる施策の例

断面は東邦レオhttps://greeninfrastructure.jp/solution/flood/

石

透水シート

雨水浸透人工土壌

現地地盤

レインガーデンの構造例

雨水

○流域水害対策計画の記載事項に、「市町村による浸水被害の防止を目的とした緑地に関する施策」を追加。

：当該緑地における雨水貯留浸透施設の整備その他当該緑地が有する雨水を一時的に貯留し又は地下に浸透させる機能を確保し又
は向上させるためのものであって、浸水被害の防止を目的とするもの 【特定都市河川浸水被害対策法第４条】

流域水害対策計画に特別緑地保全地区内の緑地における雨水貯留浸透施設の整
備に関する事項が定められている場合、当該整備に関する行為許可申請を不要
とする。【特定都市河川浸水被害対策法第29条 都市緑地法の特例】 https://www.urbangreenbluegrids.com/projects/tanner-springs-park-portland-oregon-us/

特定都市河川浸水被害対策法改正案うち緑地関係改正

○流域水害対策計画の記載事項に、「市町村による浸水被害の防止を目的とした緑地に関する施策」を追加。

第四条（流域水害対策計画の策定）
前条の規定により特定都市河川及び特定都市河川流域が指定されたときは、当該特定都市河川の河川管理者、当該特定都市河川流域の区域の全部又
は一部をその区域に含む都道府県及び市町村の長並びに当該特定都市河川流域に係る特定都市下水道の下水道管理者（以下「河川管理者等」という。）
は、共同して、特定都市河川流域における浸水被害の防止を図るための対策に関する計画（以下「流域水害対策計画」という。）を定めなければならない。

２ 流域水害対策計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。
一～七（略）
八 特定都市河川流域において河川管理者及び下水道管理者以外の者が行う雨水貯留浸透施設の整備その他浸水被害の防止を図るための雨水の

一時的な貯留又は地下への浸透に関する事項
九～十四（略）

３ 前項第八号に掲げる事項には、特定都市河川流域の区域の全部又は一部をその区域に含む市町村における緑地に関する施策（当
該緑地における雨水貯留浸透施設の整備その他当該緑地が有する雨水を一時的に貯留し又は地下に浸透させる機能を確保し又は
向上させるためのものであって、浸水被害の防止を目的とするものに限る。）に関する事項を記載することができる。

○流域水害対策計画に緑地施策が位置づけられている場合、特別緑地保全地区内の緑地における雨水貯留浸透
施設の整備に関する行為許可申請を不要とする。

第二十九条（都市緑地法の特例）
流域水害対策計画（第四条第三項に規定する雨水貯留浸透施設の整備に関する事項が定められているものに限る。）に係る市町村

が都市緑地法（昭和四十八年法律第七十二号）第四条第一項に規定する基本計画を定めている場合における同法第十四条第九項第三
号の規定の適用については、同号中「事項」とあるのは、「事項又は特定都市河川浸水被害対策法（平成十五年法律第七十七号）第四条
第一項に規定する流域水害対策計画において定められた当該特別緑地保全地区内の緑地における同法第四条第三項に規定する雨水
貯留浸透施設の整備に関する事項」とする。

【参考】都市緑地法第十四条 （特別緑地保全地区における行為の制限）
特別緑地保全地区内においては、次に掲げる行為は、都道府県知事等の許可を受けなければ、してはならない。（略）
一～五 （略）

９ 次に掲げる行為については、第一項から第七項まで及び前項後段の規定は、適用しない。
一・二（略）
三 基本計画において定められた当該特別緑地保全地区内の緑地の保全に関連して必要とされる施設の整備に関する

事項に従つて行う行為

四～六（略）

＋ 流域水害対策計画において定められた当該特別緑地保全地区内の緑地における雨水貯留浸透施設の
整備に関する事項
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2．都市緑地法運用指針 改正概要 

 

  

制度等 指定要件における防災の視点

防災の観点から雨

水の貯留浸透機能

の確保を目的とし

た指定

水害の発生のおそれ
のある地域を緑地と
して確保することを
目的とした指定

緑地保全地域 第五条 都市計画区域又は準都市計画区域内の緑地で次の各号のいずれかに該当する相当規模の土地の区域については、都市

計画に緑地保全地域を定めることができる。

一 無秩序な市街地化の防止又は公害若しくは災害の防止のため適正に保全する必要があるもの

二 地域住民の健全な生活環境を確保するため適正に保全する必要があるもの

（都市緑地法 最終更新： 平成30年6月27日公布）

災害防止のためとされ

ているが、雨水の貯留

浸透機能については言

及なし

災害防止のためとされ

ているが、水害の発生

のおそれのある地域に

ついては言及なし

近郊緑地保全

区域

国土交通大臣は、近郊緑地のうち、無秩序な市街地化のおそれが大であり、かつ、これを保全することによつて得られる首都

及びその周辺の地域の住民の健全な心身の保持及び増進又はこれらの地域における公害若しくは災害の防止の効果が著しい近

郊緑地の土地の区域を、近郊緑地保全区域（以下「保全区域」という。）として指定することができる。

(首都圏近郊緑地保全法 最終更新：平成29年5月12日公布）

災害の防止の効果が著

しい区域とされている

が、雨水の貯留浸透機

能については言及なし

災害防止のためとされ

ているが、水害の発生

のおそれのある地域に

ついては言及なし

近郊緑地特

別保全地区

近郊緑地保全区域と同じ 同上 同上

特別緑地保全

地区

第十二条 都市計画区域内の緑地で次の各号のいずれかに該当する土地の区域については、都市計画に特別緑地保全地区を定

めることができる。

一 無秩序な市街地化の防止、公害又は災害の防止等のため必要な遮断地帯、緩衝地帯又は避難地帯として適切な位置、規模

及び形態を有するもの（都市緑地法 最終更新： 平成30年6月27日公布）

雨水の貯留浸透機能に

ついては言及なし

水害の発生のおそれの

ある地域については言

及なし

制度等 防災系統に関する留意事項

防災の観点からの
雨水の貯留浸透機
能の視点に基づく
緑地確保の検討

市街地内に存する水
害の発生のおそれの
ある地域を緑地とし
確保することの検討

緑の基本計画 ①防災計画の一環として、次のような公園を設定する。
（略）
②「一時避難地の機能を有する都市公園」は住民が容易に歩いていけるよう配置する。
③広域避難地の機能を有する都市公園、復旧・復興活動の地域的拠点となる都市公園は、出来るだけ幹線道路に隣接して配
置する。
④広域防災拠点の機能を有する都市公園は、市街地の周辺で、広域幹線道路に面し、被災のおそれの少ない場所に配置する。
⑤避難地、避難道路等の周辺施設については特に延焼を免れるよう、タイ返しに優れた常緑樹などを主とした緑化の推進を
図る。また延焼遮断帯となるような緑地を配置するとともに、広幅員の道路、河川の緑化の推進、山麓の樹林地の保全活用
等を図り、広域防災帯となるような緑地を配置する。これにより広範囲に連坦する市街地においては、市街地の分節化、ブ
ロック化を図る。また、活発な活動が予測される活断層上の樹林地を保全・活用、災害の防止を図る緑地として配置する。
⑥地すべり、崩壊等の危険性の大きい地域及び市街地内に存する水害の発生のおそれのある地域は、災害の防止を図るため
緑地として保全し、ネットワーク化を図る。
⑦市街化区域に存する農地については、地震火災時に様々な役割が見込まれるが、農地所有者等の理解が得られると考えら
れるものについては、防災に資する緑地として位置づけて適正な保全を図る。
⑧工業地と住宅地のように分離することが望ましい地域が隣接している場合は緩衝緑地、工場緑化等を配置するとともに、
石油コンビナート等の周辺には、災害時における被害の拡大の防止を図るため、緩衝地帯としての緑地を配置する。また、
騒音、振動等の発生源の周辺には、緩衝地帯としての緑地を配置する。

（日本公園緑地協会(2007)新編 緑の基本計画ハンドブック）

雨水の貯留浸透機能に
ついては言及なし

想定あり

【参考】防災面での雨水の貯留・浸透機能発揮のために緑地を活用していく上での
これまでの主な緑地保全制度の対応範囲

都市緑地法運用指針の改正方針

1. 都市における緑地の保全及び緑化の推進に関する基本的考え方に、グリーンインフラ推進戦略（令和元年７月公
表）に基づくグリーンインフラの観点を追加する。

２. 緑の基本計画における目標に関する事項において、従前の量的な評価だけでなく、グリーンインフラの観点から
緑の質や機能を評価することを追記する。

３．緑の基本計画における緑地の配置方針及び施策に関する事項において、グリーンインフラとしての機能（特
に防災機能）の発揮を明確化するとともに、グリーンインフラとしての機能が継続的に発揮されるための維持
管理の重要性を追記する。

４．緑の基本計画に位置づけるべき事業、取組について、グリーンインフラの実現主体や手法の多様性を踏まえ、
コミュニティやソーシャルキャピタルの形成等に言及し、市民を巻き込みながら実行力のある戦略的な計画とす
ることの重要性を追記する。

５．法改正を踏まえ、地域制緑地の指定目的に延焼防止・土砂災害防止等の観点に加え、緑地の雨水浸透貯留機能を
追記する。また、流域治水の観点等から流域水害対策計画との連携とあわせ、広域緑地計画の必要性を強調する。

６．立地適正化計画との法的な関連性を明確化するとともに、地方公共団体が策定する各種計画（商業施策、医療・
福祉施策、教育・文化施策、農業施策、防災・減災施策）との連携に言及する。

・緑の基本計画において、グリーンインフラを体系的に組み込めるよう市町村をサポートするとともに、官民連携・分野
横断により緑地・緑化等の創出を図るグリーンインフラの取組を支援し、持続可能で成長力の高い都市の形成を推進する。

グリーンインフラ推進戦略（令和元年７月公表） への対応

・氾濫をできるだけ防ぐための対策として、都市部の緑地を保全し、雨水浸透貯留浸透機能を有するグリーンインフラと
して活用する。 特定都市河川浸水被害対策法等一部を改正する法律案への対応
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第 4 章 今後の課題 
第 3 章第 1 節で示したように、特定都市河川浸水被害対策法等一部を改正する法律案（流域治水関連

法案）が令和 3 年 2 月 2 日に閣議決定された。法律案には、本検討会のテーマ②「防災・減災の観点か

らの緑地保全制度の活用促進」に関連し、都市部の緑地を保全し、貯留浸透機能を有するグリーンイン

フラとして活用する内容が含まれている。 

また、法改正に伴い都市緑地法運用指針の改正が予定されており、本検討会のテーマ①「グリーンイ

ンフラ戦略としての緑の基本計画のあり方」について、緑の基本計画においてグリーンインフラを体系

的に組み込む際の指針についてもあわせて、都市緑地法運用指針に記載される予定である。これらの改

正方針については、第 3 章第 2 節にて示した通りである。 

これらの法改正や都市緑地法運用指針の改正はグリーンインフラのさらなる推進に向けた新たな出

発点となるものであるが、自然環境が有する多様な機能の活用、多様な主体の幅広い連携、社会資本整

備や土地利用を進める際のプロセスへのビルトインの視点から、地方公共団体がグリーンインフラをよ

り一層計画・活用していくことをサポートするためには、取り組むべき事項も多い。本章は今後の課題

として、今後具体的に取り組んでいくべき事項を、本検討会での議論や検討会資料に基づき整理したも

のである。 

（1）緑の質や機能を定量的に評価する手法や指標の検討 

○緑地の雨水貯留浸透機能の定量的評価にむけた手法の開発 

雨水貯留浸透の観点からグリーンインフラの実装を推進していくためには、緑地の有する雨

水貯留浸透機能の定量的な評価手法について、地方公共団体等が活用する際の汎用性にも留意

しつつ確立することが求められている。 

 

（2）流域治水関連法案の改正を踏まえた緑地保全制度の活用促進 

○緑の基本計画や流域計画における緑地の位置づけの推進 

緑の基本計画にグリーンインフラの概念を組み込む地方公共団体は増加してきたが、機能発

揮にむけた施策の実施に至っていない地方公共団体も多い。また、緑が身近にあることに良い

と思う市民は多いが、雨水の浸透貯留、洪水緩和に寄与していることに対する認識は十分であ

るとはいえない。 

そのため、緑地保全に向けた施策や事業の展開のための考え方や重要な事項を整理すること

が重要であり、緑の基本計画や流域水害対策計画において雨水の貯留浸透機能の観点から緑地

が位置づけられるようにサポートしていく必要がある。 

〔具体案〕 

 都市緑地法運用指針の改正とあわせ、グリーンインフラの推進に関して配慮事項等をまと

めた参考資料の策定・公表 

 都市部の緑地を保全し、貯留浸透機能を有するグリーンインフラとして活用するため、緑

地保全制度に関する普及啓発・広報の展開 
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○保全手法の多様な活用を推進していくこと 

防災・減災の観点から緑地保全施策の推進にあたっては、特別緑地保全地区、近郊緑地保全

区域、緑地保全地域をはじめ、用意されている各種の保全手法を、地方公共団体が様々な目的

に応じて複合的かつ効果的に活用を推進することが必要である。 

〔具体案〕 

 流域水害対策計画、立地適正化計画をはじめ、地方公共団体が策定する各種防災関連計画

との連動・他部局と連携した緑地保全施策の推進 

 雨水の貯留浸透機能確保の観点から特別緑地保全地区や緑地保全地域の指定促進  

 特に、緑地保全地域は一定の土地利用との調和を図りながら緑地を保全することが可能な

制度である。しかし、制度導入が進んでおらず、その要因として緑地保全地域制度の活用

の前例がないことが挙げられたことから、指定の推進に向けて、緑地保全地域ケーススタ

ディを元に具体的な制度活用イメージを共有することが有効である。 

○緑地の雨水貯留浸透機能を高める効果的な事業実績を積み重ねていくこと 

緑地の雨水貯留浸透機能を向上させる取組を推進するためには、具体的な事業実績を蓄積し

ていき、これを先導役として全国展開を図っていく必要がある。そのために、具体的に以下の

取組を行っていくことが考えられる。 

〔具体案〕 

 グリーンインフラ活用型都市構築支援事業等の支援制度の充実 

 グリーンインフラの機能評価に関する知見を積み重ね、より質の高い事業を可能とするた

めの事業評価手法の確立 

（3）他部局と連携したグリーンインフラの社会実装の加速化 

○河川部局、下水道部局、防災部局との効果的な連携方策を検討していくこと 

グリーンインフラは、その包括的な概念の下、様々な部局が垣根を越えて連携し得る点に最

大の特徴がある。都市緑地法等に基づく施策だけでグリーンインフラとしての緑地に全て対応

すべきものではなく、都市や社会全体が求める方向性に対して、他部局との連携の中で緑部局

にはどのようなサポートができるか、緑の基本計画を基軸に置きつつ他の施策や計画との整合

性や接続性をどのようにデザインしていくか等について検討していくことが求められる。 

〔具体案〕 

 部局同士の効果的な連携方策についての検討 

 特に、流域治水関連法案の概要には、あらゆる関係者が協働して取り組む流域治水の実効

性向上にむけ、流域水害対策に係る協議会の創設と流域水害対策計画の充実が含まれるこ

とから、河川部局・下水道部局・防災部局と緑部局の連携が期待される 

 

○効果的な広報方策を検討していくこと 

グリーンインフラの特徴の一つに多様な主体の参画があり、「グリーンインフラ」が横断的

なポリシーとなることで、多様な主体が垣根を越えて取り組んだ先進事例が出てきている。  

行政のみならず、地域住民との協働や民間企業の連携により取組を推進するためには、グリ

ーンインフラについての共通認識を持つための、効果的な広報のあり方を検討していくことが

重要である。 

〔具体案〕 

 グリーンインフラ官民連携プラットフォームの積極的な活用等、産官学金民を巻き込む積

極的な普及啓発・広報の実施 



  

 

 

 

 

 

 

 

 


